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令和２年度三沢市歳入歳出決算及び 

基金運用状況審査意見について 

 

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された、令和２年

度三沢市歳入歳出決算並びに同法第２４１条第５項の規定に基づき審査

に付された、令和２年度三沢市基金の運用状況について審査した結果、次

のとおり意見を提出します。 
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第１ 審 査 の 対 象 

 令和２年度の三沢市歳入歳出決算審査の対象は、次のとおりである。 

  １ 令和２年度三沢市一般会計 

  ２ 令和２年度三沢市特別会計 

(1) 三沢市国民健康保険特別会計 

(2) 三沢市食肉処理センター特別会計 

(3) 三沢市介護保険特別会計 

(4) 三沢市後期高齢者医療特別会計 

 

 

第２ 審 査 の 期 間 

令和３年７月２１日から令和３年８月１３日まで 

 

 

第３ 審 査 の 方 法 

 令和２年度一般会計及び特別会計の決算審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、

審査に付された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、

財産に関する調書及び証拠書類等について、以下の点に重点をおき、関係者の説明を聴

取し、併せて既に実施した例月出納検査の結果を参考に審査を実施した。 

  １ 計数の正確性 

  ２ 会計処理の適法性 

  ３ 予算執行の計画性及び効率性 

  ４ 財産の適正管理及び運用の効率性 
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第４ 審査の結果及び意見 

 

審査に付された令和２年度三沢市一般会計及び特別会計の決算書類は、関係法令に 

基づき調製され、かつ、これらの会計の歳入歳出決算の計数は、関係諸帳票、証拠書

類及び三沢市指定金融機関の預金有高表と符合しており、正確であることを確認した。 

 また、予算の執行は、計画的かつ効率的に行われており、会計処理及び財産の管理

については、いずれも適正に行われているものと認められた｡ 

令和２年度の一般会計決算においては、歳入総額２７，９１８，０３４，３９９円、 

歳出総額２７，１５７，８１９，２１４円となっている。 

歳入から歳出を差し引いた形式収支額は７６０，２１５，１８５円で、前年度に比 

較して５２，８１５，５４７円増加している。 

また、形式収支額から翌年度へ繰り越すべき財源９２，２４８，１８２円を 

差し引いた実質収支額は６６７，９６７，００３円で、前年度に比較して 

１０，１８７，４８０円増加している。このうち基金へ３４４，０００，０００円 

繰り入れし、残額３２３，９６７，００３円は翌年度の財源として繰り越している。 

一方、特別会計においては、歳入総額９，１２７，７５０，０２３円、歳出総額 

８，８４７，６２４，３１９円となっており、歳入から歳出を差し引いた形式収支額

は２８０，１２５，７０４円で、前年度に比較して５８，１４９，５７５円減少して

いる。 

 また、翌年度へ繰り越すべき事業がないことから、実質収支額は 

形式収支額と同額の２８０，１２５，７０４円となっており、このうち基金へ  

１１２，８８５，７３５円繰り入れし、残額１６７，２３９，９６９円は翌年度の財

源として繰り越している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

 

 

令和２年度一般会計決算において、財政運営の健全性を判断する財務分析指標のうち、 

まず、財政力指数は０．５１９であり、前年度に比較して０．００８ポイント高くな

っている。この指数は１を超える度合いが高いほど財源のゆとりを示すことから、こ

の数値においては上向き傾向が維持されていることで良好な状況であると判断できる。 

 つぎに、財政構造の弾力性を表わす経常収支比率は９１．０％となり、前年度に比

較して１．３ポイント低く改善傾向となっている。この数値は財政硬直化危険ライン

と言われる９０％を僅かに超えたところでここ数年増減を繰り返してはいるが、類似

団体においても同様に高率で推移していることから直ちに危険と判断はされない。 

そして、剰余金の割合を示す実質収支比率は６．３％で、前年度に比較し０．４ポ

イント高くなっており、理想値と考えられる３％～５％を超える状況が続いた。この

数値にあたっては不用額の精査を行い、財源の有効活用に務めることが必要であると

考える。 

財務分析指標の最後に、平成１８年４月に地方債制度が｢許可制度｣から｢協議制度｣

に移行したことに伴い導入された実質公債費比率では１０．０％で、前年度に比較し

て０．１ポイント低く、当年度も許可基準の１８．０％を下回ることとなったため問

題はない。 

以上、令和２年度一般会計決算においては、総体的な黒字決算であることと主要な

財務分析指標により、概ね適正な財政運営がなされたと評価できる。 

また、令和２年度特別会計決算でも、全会計が黒字決算を確保したことは、各会計

ともに健全な財政運営に努めた結果と考えられる。 

今後においても安全な市民生活の維持に努めたうえで、「第二次三沢市総合振興計

画」に基づく「未来へつなぐ 心安らぐ 国際文化都市」の実現に向け、安定的な財

政運営を継続していくよう求めるものである。 



対予算

収入率
Ｂ／Ａ

円 円 円 円 ％ ％

29,112,888,400 27,918,034,399 27,157,819,214 760,215,185 95.9 93.3

9,183,324,000 9,127,750,023 8,847,624,319 280,125,704 99.4 96.3

三沢市国民健康保険
特 別 会 計

三沢市食肉処理センター

特 別 会 計

三 沢 市 介 護 保 険
特 別 会 計

三沢市後期高齢者医療

特 別 会 計

38,296,212,400 37,045,784,422 36,005,443,533 1,040,340,889 96.7 94.0

ウ 一般会計と特別会計の合計額では、収入済額３７，０４５，７８４，４２２円、支出済額

３６，００５，４４３，５３３円で、収支差引額は１，０４０，３４０，８８９円となって

いる。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 特 別 会 計 に お い て は 、 収 入 済 額 ９ ， １ ２ ７ ， ７ ５ ０ ， ０ ２ ３ 円 、 支 出 済 額

８，８４７，６２４，３１９円で、収支差引額は２８０，１２５，７０４円である。

　　予算現額に対する収入済額の比率（対予算収入率）は９９．４％である。

　　また、予算現額に対する支出済額の比率（執行率）は９６．３ ％である。

合　　　　　　計

ア 一 般 会 計 に お い て は 、 収 入 済 額 ２ ７ ， ９ １ ８ ， ０ ３ ４ ， ３ ９ ９ 円 、 支 出 済 額

２７，１５７，８１９，２１４円で、収支差引額は７６０，２１５，１８５円である。

　　予算現額に対する収入済額の比率（対予算収入率）は９５．９％である。

　　また、予算現額に対する支出済額の比率（執行率）は９３．３％である。

454,595,000 446,708,829 437,728,064 8,980,765 98.3 96.3

3,667,370,000 3,681,130,249 3,616,423,800 64,706,449 100.4 98.6

97.2 96.0

1,189,942,000 1,236,351,631 1,078,092,427 158,259,204 103.9 90.6

一 般 会 計

特 別 会 計

3,871,417,000 3,763,559,314 3,715,380,028 48,179,286

 　(1) 決 算 の 状 況

令和２年度一般会計及び特別会計の決算の状況は、次のとおりである。

区　　　　　　分
予　算　現　額

Ａ
収　入　済　額

Ｂ
支　出　済　額

Ｃ
収支差引額

Ｂ－Ｃ
執行率
Ｃ／Ａ

第５　決 算 の 概 要

Ⅰ　総　　　　　括

 １　決 算 の 総 括
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一 般 会 計 特 別 会 計 一 般 会 計 特 別 会 計 一 般 会 計 特 別 会 計

a b c d ａ－ｃ ｂ－ｄ
円 円 円 円 円 円

27,918,034,399 9,127,750,023 23,432,820,059 11,258,920,074 4,485,214,340 ▲ 2,131,170,051

継 続 費

逓 次 繰 越 額

繰 越 明 許 費

繰 越 額

事 故 繰 越 し

繰 越 額

地方自治法第

233 条 の 2 の

規 定 に よ る

基 金 繰 入 額

10,920,644,795 4,432,398,793

 　(2) 実質収支等の状況

区　　　　分

令　和　２　年　度 令　和　元　年　度 前　年　度　比　較

▲ 2,073,020,476

歳 入 総 額 Ａ

27,157,819,214 8,847,624,319 22,725,420,421

形 式 収 支 額 Ｃ
760,215,185 280,125,704 707,399,638 338,275,279 52,815,547 ▲ 58,149,575

（ Ａ － Ｂ ）

歳 出 総 額 Ｂ

翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源

37,620,000 0 3,940,000 0 33,680,000

25,102,182 0 0 0

0

29,526,000 0 45,680,115 0 ▲ 16,154,115 0

25,102,182 0

0

▲ 58,149,575

計 Ｄ 92,248,182 0 49,620,115 0 42,628,067

344,000,000 112,885,735 339,000,000 167,857,954 5,000,000

280,125,704 657,779,523 338,275,279 10,187,480

　

　

▲ 54,972,219

実質収支額Ｅ
667,967,003

ア 形式収支額は、一般会計７６０，２１５，１８５円、特別会計２８０，１２５，７０４円で、

前 年 度 に 比 較 し て 一 般 会 計 で は ５ ２ ， ８ １ ５ ， ５ ４ ７ 円 増 加 し 、 特 別 会 計 で は

５８，１４９，５７５円減少している。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 形 式 収 支 額 か ら 翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 を 差 し 引 い た 実 質 収 支 額 は 、 一 般 会 計

６６７，９６７，００３円、特別会計２８０，１２５，７０４円で、前年度に比較して一般会計

では１０，１８７，４８０円増加し、特別会計では５８，１４９，５７５円減少している。

（Ｃ－Ｄ）
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円 円 　円 円 円 円 ％ ％

２ 29,112,888,400 28,152,985,739 27,918,034,399 16,317,412 218,772,128 ▲ 1,194,854,001 95.9 99.2

元 23,891,738,172 23,696,184,538 23,432,820,059 17,126,107 246,370,072 ▲ 458,918,113 98.1 98.9

5,221,150,228 4,456,801,201 4,485,214,340 ▲ 808,695 ▲ 27,597,944 ▲ 735,935,888 ▲ 2.2 0.3

オ 款別の主な歳入構成比は、国庫支出金３５．５％、地方交付税１８．８％、市税

１７．１％、国有提供施設等所在市町村助成交付金７．７％などとなっている。’’’’

年

度
予 算 現 額 調　定　額

 ２　一　般　会　計

　　　 一般会計の歳入決算の状況は、次のとおりである。

 　(1) 歳       入

また、収入済額は前年度より４，４８５，２１４，３４０円（１９．1％）増加してい

る。これは主として、繰入金で７５５，９５１，８９７円減少したが、国庫支出金で

５，１１３，５７０，６９６円増加したことによるものである。’’’’’’’’’’’

　　また、収入未済額は前年度より２７，５９７，９４４円（１１．２％）減少している。

エ 収入未済額は２１８，７７２，１２８円で、これは市税１５２，７１０，９１９円、

諸 収 入 ４ ８ ， ０ ７ ６ ， ０ ４ ５ 円 、 使 用 料 及 び 手 数 料 １ ３ ， ４ ４ ２ ， ０ １ ４ 円 、

分担金及び負担金４，５４３，１５０円である。’’’’’’’’’’’’’’’

ウ　不納欠損額は１６，３１７，４１２円で、これは主として、市税滞納分である。

イ　調定額に対する収入済額の比率（対調定収入率）は９９．２ ％である。

　　また、不納欠損額は前年度より８０８，６９５ 円（４．７％）減少している。

増

減

ア 予算現額２９，１１２，８８８，４００円に対し、収入済額は２７，９１８，０３４，３９９円

で、対予算収入率は９５．９％である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

収 入 済 額
不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定
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円 円 円 円 円 円 円 ％

２ 29,112,888,400 27,157,819,214 773,079,000 359,798,000 82,349,182 1,215,226,182 739,843,004 93.3

元 23,891,738,172 22,725,420,421 82,161,000 381,374,400 0 463,535,400 702,782,351 95.1

5,221,150,228 4,432,398,793 690,918,000 ▲ 21,576,400 82,349,182 751,690,782 37,060,653 ▲ 1.8

ア 予算現額２９，１１２，８８８，４００円に対し、支出済額は２７，１５７，８１９，２１４円

で、執行率は９３．３％である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

 　(2) 歳       出

　　　 一般会計の歳出決算の状況は、次のとおりである。

年

度

予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

エ 款別の歳出構成比は、民生費２６．９％、商工費１８．４％、土木費１１．８％、総務費

１０．９％、教育費１０．１％などとなっている。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

繰越明許費 事故繰越し 計

増

減

また、翌年度繰越額の内訳は、継続費逓次繰越７７３，０７９，０００円、繰越明許費

３５９，７９８，０００円、事故繰越し８２，３４９，１８２円で、総務費、衛生費、土木費

である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ウ 不用額は７３９，８４３，００４円で、このうち主なものは、民生費３０５，３４５，２９２円、

土 木 費 １ ０ ５ ， ９ ３ ２ ， ７ ５ ７ 円 、 総 務 費 ９ １ ， ２ ５ ８ ， ３ ９ ４ 円 、 衛 生 費

９０，７５５，５６１円、教育費７４，８２６，６３１ 円で ある 。’ ’’ ’’ ’’

また、支出済額は前年度より４，４３２，３９８，７９３円（１９．５％）増加している。

これは主として、農林水産業費で６０８，１１５，１３ ０円 減少 した が、 商工 費で

３ ， ９ ９ ８ ， ０ ４ ９ ， ３ ２ ７ 円 、 衛 生 費 で ５ ３ ９ ， ８ ６ ６ ， ９ ９ ７ 円 、 教 育 費 で

３９０，６４５，１２２円増加したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’

イ 翌年度繰越額は１，２１５，２２６，１８２円で、前年度より７５１，６９０，７８２円

（１６２．２％）増加している。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

　　また、不用額は前年度より３７，０６０，６５３円（５．３ ％）増加している。
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

２ 9,183,324,000 9,500,114,238 9,127,750,023 43,511,278 330,334,195 ▲ 55,573,977 99.4 96.1

元 11,207,713,000 11,738,325,984 11,258,920,074 58,323,950 423,434,360 51,207,074 100.5 95.9

▲ 2,024,389,000 ▲ 2,238,211,746 ▲ 2,131,170,051 ▲ 14,812,672 ▲ 93,100,165 ▲ 106,781,051 ▲ 1.1 0.2
増

減

対調定

　　また、収入未済額は前年度より９３，１００，１６５円（２２．０％）減少している。

ア 予算現額９，１８３，３２４，０００円に対し、収入済額は９，１２７，７５０，０２３円

で、対予算収入率は９９．４ ％である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

また、 収入済額は前年度より２，１３１，１７０，０５１ 円（１８．９％）減少している｡

これは三沢市食肉処理センター特別会計で６３，２００，６８４円、三沢市後期高齢者医療特別会計で

４１，４７９，８１８円増加したが、三沢市国民健康保険特別会計で９９，７６０，３８４円

減少したことと、三沢市農業集落排水事業特別会計及び三沢市下水道事業特別会計が、

令和２年度より地方公営企業法を適用した公営企業会計に移行したことによるものである。

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

年

度 対予算
調　定　額 収 入 済 額

イ 収入未済額は３３０，３３４，１９５円で、これは主として、三沢市国民健康保険特別会計

３０９，６５３，３６５円である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

 ３　特　別　会　計

 　(1) 歳       入

       三沢市国民健康保険特別会計ほか３特別会計の歳入決算の状況は次のとおりである｡

不　　　納
欠　損　額

予 算 現 額

収　入　率
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円 円 円 円 円 円 円 ％

２ 9,183,324,000 8,847,624,319 0 0 0 0 335,699,681 96.3

元 11,207,713,000 10,920,644,795 0 0 0 0 287,068,205 97.4

▲ 2,024,389,000 ▲ 2,073,020,476 0 0 0 0 48,631,476 ▲ 1.1

また、支出済額は前年度より２，０７３，０２０，４７６円（１９．０％）減少している。

これは三沢市後期高齢者医療特別会計で３３，９８７，２３８円、三沢市介護保険特別会計

で ３ ２ ， ０ ８ ９ ， ５ １ １ 円 増 加 し た が 、 三 沢 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 で

６０，９６２，６５９円減少したことと、三沢市農業集落排水事業特別会計及び三沢市下水

道事業特別会計が、令和２年度より地方公営企業法を適用した公営企業会計に移行したこと

によるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 不用額は３３５，６９９，６８１円で、このうち主なものは、三沢市国民健康特別会計で

１５６，０３６，９７２円、三沢市食肉処理センター特別会計で１１１，８４９，５７３円

である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

　　また、不用額は前年度より４８，６３１，４７６円（１６．９％）増加している。

繰越明許費 事故繰越し 計

増

減

ア 予算現額９，１８３，３２４，０００円に対し、支出済額は８，８４７，６２４，３１９円

で、執行率は９６．３％である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

 　(2) 歳       出

        三沢市国民健康保険特別会計ほか３特別会計の歳出決算の状況は次のとおりである。

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越
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一  般  会  計 





円 円 円 円 円 円 ％ ％

２ 4,671,774,000 4,927,812,999 4,760,412,968 14,827,312 152,710,919 88,638,968 101.9 96.6

元 4,685,206,000 4,965,006,535 4,788,804,385 17,063,136 159,270,714 103,598,385 102.2 96.5

▲ 13,432,000 ▲ 37,193,536 ▲ 28,391,417 ▲ 2,235,824 ▲ 6,559,795 ▲ 14,959,417 ▲ 0.3 0.1
増

減

オ 収 入 未 済 額 は １ ５ ２ ， ７ １ ０ ， ９ １ ９ 円 で 、 こ れ は 主 と し て 、 固 定 資 産 税

７ ９ ， ９ ２ ４ ， ６ ０ ２ 円 、 個 人 市 民 税 ６ ０ ， ４ ３ ９ ， ５ ０ ０ 円 で あ る 。 ’ ’

　　また、収入未済額は前年度より６，５５９，７９５円（４．１％）減少している。

ウ　対調定収入率は９６．６％である。

エ 不 納 欠 損 額 は １ ４ ， ８ ２ ７ ， ３ １ ２ 円 で ､ こ の う ち 主 な も の は ､ 固 定 資 産 税

７ ， ４ １ ３ ， ９ ５ ０ 円 、 個 人 市 民 税 ５ ， ９ １ １ ， ２ ６ ２ 円 で あ る 。 ’ ’ ’

　　また、不納欠損額は前年度より２，２３５，８２４円（１３．１％）減少している。

また、収入済額は前年度より２８，３９１，４１７円（０．６％）減少している。これ

は主として、固定資産税で３９，８４２，２３３円、軽自動車税の環境性能割で

４，４０８，８００円増加したが、個人市民税で３６，１２３，９９８円、法人市民税で

２１，２６３，５３０円、市たばこ税で１７，１１４，９２７円減少したことによるも

のである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ア　市税の歳入構成比は１７．１％で､前年度の２０．４％より３．３ポイント低くなっている｡

イ 収入 済額 は４ ,７ ６ ０ ,４ １２ ,９６８ 円で、このうち 主なものは、個 人市民税

２,０８０,２１４,１９２円（構成比４３．７％）、固定資産税１，９１７，６２３，６５０円

（同４０．３％）、市たばこ税３２６，９３６，１１６円（同６．９％）、法人市民税

２８７，７９８，２５４円（同６．０％）である。’’’’’’’’’’’’’’’’

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

対予算

収　入　率予算現額と
収入済額と
の　比　較

Ⅱ　個 別 的 事 項

 １　一　般　会　計

　 (1) 歳　　　入

対調定

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

     第１款　市　　　税　　
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

２ 145,660,000 145,660,000 145,660,000 0 0 0 100.0 100.0

元 145,506,000 145,506,014 145,506,014 0 0 14 100.0 100.0

154,000 153,986 153,986 0 0 ▲ 14 0.0 0.0

円 円 円 円 円 円 ％ ％

4,253,000 4,253,000 4,253,000 0 0 0 100.0 100.0

4,328,000 4,328,000 4,328,000 0 0 0 100.0 100.0

▲ 75,000 ▲ 75,000 ▲ 75,000 0 0 0 0.0 0.0

円 円 円 円 円 円 ％ ％

9,014,000 9,014,000 9,014,000 0 0 0 100.0 100.0

10,197,000 10,197,000 10,197,000 0 0 0 100.0 100.0

▲ 1,183,000 ▲ 1,183,000 ▲ 1,183,000 0 0 0 0.0 0.0

     第２款　地 方 譲 与 税　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算

収 入 済 額
不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

対調定

増

減

イ 収入済額は１４５，６６０，０００円で、このうち主なものは、自動車重量譲与税

１ ０ ４ ， ０ １ ４ ， ０ ０ ０ 円 （ 構 成 比 ７ １ ． ４ ％ ） 、 地 方 揮 発 油 譲 与 税

３５，７４９，０００円（同２４．５％）である。 ’’’’’’’’’’’’’’

　　また、収入済額は前年度より１５３，９８６ 円（０．１％）増加している。

     第３款　利 子 割 交 付 金　　

ア　地方譲与税の歳入構成比は０．５％で、前年度の０．６％より０．１ポイント低くなってい

　る。

不　　　納
欠　損　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

元

年

度
予 算 現 額 調　定　額

２

増

減

ア　利子割交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度と同率である。

イ 収入済額は４，２５３，０００円で､前年度より７５，０００円（１．７％）減少し

ている｡’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

     第４款　配 当 割 交 付 金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

元

増

減

ア 配当割交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度の０．１％より０．１ポイント低く

なっている。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 収入済額は９，０１４，０００円で､前年度より１，１８３，０００円（１１．６％）

減少している｡’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

10,600,000 10,600,000 10,600,000 0 0 0 100.0 100.0

5,650,000 5,650,000 5,650,000 0 0 0 100.0 100.0

4,950,000 4,950,000 4,950,000 0 0 0 0.0 0.0

円 円 円 円 円 円 ％ ％

885,713,000 885,713,000 885,713,000 0 0 0 100.0 100.0

729,825,000 729,825,000 729,825,000 0 0 0 100.0 100.0

155,888,000 155,888,000 155,888,000 0 0 0 0.0 0.0

円 円 円 円 円 円 ％ ％

10,250,000 10,250,749 10,250,749 0 0 749 100.0 100.0

4,542,000 4,542,000 4,542,000 0 0 0 100.0 100.0

5,708,000 5,708,749 5,708,749 0 0 749 0.0 0.0

     第５款　株式等譲渡所得割交付金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

元

増

減

ア　株式等譲渡所得割交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度と同率である。

イ 収入済額は１０，６００，０００円で､前年度より４，９５０，０００円（８７．６ ％）

増加している。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

     第６款　地方消費税交付金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

元

増

減

ア 地方消費税交付金の歳入構成比は３．２％で、前年度の３．１％より０．１ポイント

高くなっている。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 収入済額は８８５，７１３，０００円で､前年度より１５５，８８８，０００ 円

（２１．４ ％）増加している。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

     第７款　環境性能割交付金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

イ 収 入 済 額 は １ ０ ， ２ ５ ０ ， ７ ４ ９ 円 で ､ 前 年 度 よ り ５ ， ７ ０ ８ ， ７ ４ ９ 円

（１２５．７ ％）増加している。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

対予算 対調定

２

元

増

減

ア　環境性能割交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度と同率である。
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

2,135,422,000 2,135,422,000 2,135,422,000 0 0 0 100.0 100.0

2,132,530,000 2,132,530,000 2,132,530,000 0 0 0 100.0 100.0

2,892,000 2,892,000 2,892,000 0 0 0 0.0 0.0

円 円 円 円 円 円 ％ ％

29,089,000 29,089,000 29,089,000 0 0 0 100.0 100.0

62,264,000 62,264,000 62,264,000 0 0 0 100.0 100.0

▲ 33,175,000 ▲ 33,175,000 ▲ 33,175,000 0 0 0 0.0 0.0

円 円 円 円 円 円 ％ ％

5,236,369,000 5,236,369,000 5,236,369,000 0 0 0 100.0 100.0

5,121,652,000 5,121,652,000 5,121,652,000 0 0 0 100.0 100.0

114,717,000 114,717,000 114,717,000 0 0 0 0.0 0.0

     第８款　国有提供施設等所在市町村助成交付金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

元

増

減

ア 国有提供施設等所在市町村助成交付金の歳入構成比は７．７％で、前年度の９．１％

より１．４ポイント低くなっている。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 収入済額は ２，１３５，４２２，０００円で、前年度より２，８９２，０００円

（０．１％）増加している。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

　

     第９款　地方特例交付金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

元

増

減

ア 地方特例交付金の歳入構成比は０．１％で、前年度の０．３％より０．２ポイント低

くなっている。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 収 入 済 額 は２ ９ ， ０ ８ ９ ， ０ ０ ０円 で ､ 前年 度よ り３ ３ ， １７ ５， ００ ０円

（ ５ ３ ． ３ ％ ） 減 少 し て い る ｡ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’

     第10款　地方交付税　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

イ 収入済額は５，２３６，３６９，０００円で､前年度より１１４，７１７，０００円

（２．２％）増加している。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

対予算 対調定

２

元

増

減

ア 地方交付税の歳入構成比は１８．８％で、前年度の２１．９％より３．１ポイント低

くなっている。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

5,695,000 6,283,000 6,283,000 0 0 588,000 110.3 100.0

5,539,000 5,539,000 5,539,000 0 0 0 100.0 100.0

156,000 744,000 744,000 0 0 588,000 10.3 0.0

円 円 円 円 円 円 ％ ％

58,925,000 62,353,295 56,347,145 1,463,000 4,543,150 ▲ 2,577,855 95.6 90.4

68,800,000 99,739,634 75,883,144 0 23,856,490 7,083,144 110.3 76.1

▲ 9,875,000 ▲ 37,386,339 ▲ 19,535,999 1,463,000 ▲ 19,313,340 ▲ 9,660,999 ▲ 14.7 14.3

     第11款　交通安全対策特別交付金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

元

増

減

ア　交通安全対策特別交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度と同率である。

イ 収入済額は６，２８３，０００円で、前年度より７４４，０００円（ １３．４％）

増加している。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

     第12款　分担金及び負担金　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

元

増

減

ア 分担金及び負担金の歳入構成比は０．２％で、前年度の０．３％より０．１ポイント

低くなっている。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’ ’

また、収入未済額は前年度より１９，３１３，３４０円（８１．０％）減少して

いる。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 収入済額は５６，３４７，１４５円で、このうち主なものは、民生費負担金

５３，８４２，６５５円（構成比９５．５％）である。’’’’’’’’’’

また、収入済額は前年度より１９，５３５，９９９円（２５．７ ％）減少してい

る。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ウ　対予算収入率は９５．６％である。

エ　対調定収入率は９０．４％である。

オ　収入未済額は４，５４３，１５０円で、これは民生費負担金である。

- 14 -



円 円 円 円 円 円 ％ ％

241,626,000 247,722,273 234,253,159 27,100 13,442,014 ▲ 7,372,841 96.9 94.6

251,618,000 269,012,470 253,334,526 0 15,677,944 1,716,526 100.7 94.2

▲ 9,992,000 ▲ 21,290,197 ▲ 19,081,367 27,100 ▲ 2,235,930 ▲ 9,089,367 ▲ 3.8 0.4

     第13款　使用料及び手数料

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

元

増

減

ア　使用料及び手数料の歳入構成比は０．８％で、前年度の１．１％より０．３ポイント低くなって

　いる。

イ 収 入 済 額 は ２ ３ ４ ， ２ ５ ３ ， １ ５ ９ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 土 木 使 用 料

８２，８７０，６９０円（構成比３５．４％）、衛生手数料７０，７７１，２１０円

（同３０．２％）、総務使用料３６，３５９，９１１円（同１５．５％）、総務手数料

１９，７１５，５５０円（同８．４％）である。’’’’’’’’’’’’’’’’’

また、収入済額は前年度より１９，０８１，３６７円（７．５％）減少している。これは主とし

て、土木使用料で３，９２７，７５４円増加したが、教育使用料で１４，５２３，３１１円、

総務使用料で８，５７１，５９１円減少したことによるものである。’’’’’’’’’

ウ   対調定収入率は９４．６％である。

エ 収 入 未 済 額 は １ ３ ， ４ ４ ２ ， ０ １ ４ 円 で 、 前 年 度 よ り ２ ， ２ ３ ５ ， ９ ３ ０ 円

（１４．３％）減少している。主な収入未済額は、土木使用料１３，３３０，７８４円で

ある。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

10,697,305,489 9,918,573,300 9,918,573,300 0 0 ▲ 778,732,189 92.7 100.0

5,062,527,760 4,805,002,604 4,805,002,604 0 0 ▲ 257,525,156 94.9 100.0

5,634,777,729 5,113,570,696 5,113,570,696 0 0 ▲ 521,207,033 ▲ 2.2 0.0

円 円 円 円 円 円 ％ ％

1,768,976,000 1,729,370,008 1,729,370,008 0 0 ▲ 39,605,992 97.8 100.0

1,705,941,000 1,673,638,787 1,673,638,787 0 0 ▲ 32,302,213 98.1 100.0

63,035,000 55,731,221 55,731,221 0 0 ▲ 7,303,779 ▲ 0.3 0.0

     第14款　国　庫　支　出　金　　　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算

収　　　入
未　済　額

対調定

２

元

増

減

ア　国庫支出金の歳入構成比は３５．５％で､前年度の２０．５ ％より１５．０ポイント高くなってい

　る。

イ 収入済額は９，９１８，５７３，３００円で 、こ のう ち主 なも のは 、商 工費 国庫

補 助 金 ４ ， ２ １ ７ ， ５ ６ １ ， ４ ２ ３ 円 （ 構 成 比 ４ ２ ． ５ ％ ） 、 民 生 費 国 庫 負 担 金

２，６５２，６９９，９６３円（同２６．７％）、土木費国庫補助金１，０３５，７７２，１５０円

（同１０．５％）である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

元

また、収入済額は前年度より５，１１３，５７０，６９６円（１０６．４％)増加してい

る。これは主として、農林水産業費国庫補助金で３３５，１６４，７６０円、総務費委託金で

２０，７１６，５８０円減少したが、商工費国庫補助金で４，２１７，５６１，４２３円、

土木費国庫補助金で３３７，７６６，１５０円、教育費国庫補助金で２６３，４２２，０００円、

衛生費国庫補助金で２５９，２８１，０００円増加したことによるものである。’’’’’’

ウ　対予算収入率は９２．７％である。

     第15款　県　支　出　金

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

増

減

ア　県支出金の歳入構成比は６．２％で、前年度の７．１％より０．９ポイント低くなっている。

イ 収 入 済 額 は １ ， ７ ２ ９ ， ３ ７ ０ ， ０ ０ ８ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 民 生 費

県 負 担 金 １ ， ０ ２ ４ ， ２ １ ９ ， １ ９ ６ 円 （ 構 成 比 ５ ９ ． ２ ％ ） 、 総 務 費 県 補 助 金

３７４，６６５，６２０円 (同２１．７％ )、民生費県補助金１１６，９０２，０５１円

(同６．７％ )、総務費委託金８４，１４６，８４８円（同４．９％）である。’ ’’

また、収入済額は前年度より５５，７３１，２２１円（ 3．３％）増加している。

こ れ は 主 と し て 、 総 務 費 委 託 金 で ７ ， ３ ２ ２ ， ８ ９ ４ 円 、 衛 生 費 県 補 助 金 で

５，３６８，４０９円、農林水産業費県補助金で４，３５１，０７７円減少したが、

民生費県負担金で４５，２５５，７６３円、商工費県補助金で２６，７９６，０００円

増加したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ウ　対予算収入率は９７．８％である。

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

45,755,000 50,429,393 50,429,393 0 0 4,674,393 110.2 100.0

31,598,000 36,672,025 36,672,025 0 0 5,074,025 116.1 100.0

14,157,000 13,757,368 13,757,368 0 0 ▲ 399,632 ▲ 5.9 0.0

円 円 円 円 円 円 ％ ％

49,670,000 49,669,800 49,669,800 0 0 ▲ 200 100.0 100.0

27,836,000 27,835,389 27,835,389 0 0 ▲ 611 100.0 100.0

21,834,000 21,834,411 21,834,411 0 0 411 0.0 0.0

対予算

イ 収入済額は５０，４２９，３９３円で、このうち主なものは、不動産売払収入

２２，９５１，６４２円（構成比４５．５％）、財産貸付収入１５，８７２，９１２円

（同３１．５％）である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

     第16款　財　産　収　入　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　納
欠 損 額

収　　入
未 済 額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

収　　　入
未　済　額

また、収入済額は前年度より１３，７５７，３６８円（３７．５％）増加している。

これは主として、利子及び配当金で７５３，４９７円減少したが、不動産売払収入で

１４，３８１，６２０円増加したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’

ウ　対予算収入率は１１０．２％である。

     第17款　寄　　附　　金　　

対調定

２

元

増

減

ア　財産収入の歳入構成比は０．２％で、前年度と同率である。

元

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　納
欠 損 額

増

減

ア　寄附金の歳入構成比は０．２％で、前年度の０．１％より０．１ポイント高くなっている。

イ 収 入 済 額 は ４ ９ ， ６ ６ ９ ， ８ ０ ０ 円 で ､ こ の う ち 主 な も の は 、 総 務 費 寄 附 金

４８，６０３，０００円（構成比９７．９％）、衛生費寄附金６６６，８００円

（ 同 １ ． ３ ％ ） で あ る 。 ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’

また、収入済額は前年度より２１，８３４，４１１円（７８．４％）増加している。

こ れ は 主 と し て 、 総 務 費 寄 附 金 で ２ ０ ， ９ ７ ３ ， ０ ０ ０ 円 、 衛 生 費 寄 附 金 で

６６６，８００円増加したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’

ウ　対予算収入率は１００．０％である。

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

647,360,796 643,387,946 643,387,946 0 0 ▲ 3,972,850 99.4 100.0

1,443,592,000 1,399,339,843 1,399,339,843 0 0 ▲ 44,252,157 96.9 100.0

▲ 796,231,204 ▲ 755,951,897 ▲ 755,951,897 0 0 40,279,307 2.5 0.0

円 円 円 円 円 円 ％ ％

368,399,115 368,399,638 368,399,638 0 0 523 100.0 100.0

338,377,412 338,378,293 338,378,293 0 0 881 100.0 100.0

30,021,703 30,021,345 30,021,345 0 0 ▲ 358 0.0 0.0

     第18款　繰　　入　　金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　納
欠損額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

元

増

減

ア　繰入金の歳入構成比は２．３％で、前年度の６．０％より３．７ポイント低くなっている。

イ 収入済額は６４３，３８７，９４６円で、このうち主なものは、駐留軍等再編対

策事業基金繰入金３０５，２６９，３７３円(構成比４７．４％）、財政調整基金繰入金

２７１，１６９，０００円（同４２．２％）、特定防衛施設周辺整備調整交付金事業基

金繰入金６０，２７３，０５５円 (同９．４％)である。’’’’’’’’’’’’’

また、収入済額は前年度より７５５，９５１，８９７円（５４．０％）減少している。

これは主として、駐留軍等再編対策事業基金繰入金で５０７，８３０，３６７円、

財政調整基金繰入金で２３６，１５６，０００円、特定防衛施設周辺整備調整交付金

事業基金繰入金で６，３０６，９４５円減少したことによるものである。’’’’’

ウ　対予算収入率は９９．４％である。

     第19款　繰　　越　　金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　納
欠損額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

ア　繰越金の歳入構成比は１．３％で、前年度の１．５％より０．２ポイント低くなっている。

イ 収入済額は３６８，３９９，６３８円で、前年度より３０，０２１，３４５円

（８．９％）増加している。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

収　入　率

対予算 対調定

２

元

増

減
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

530,841,000 592,522,338 544,446,293 0 48,076,045 13,605,293 102.6 91.9

642,883,000 683,699,082 636,071,187 62,971 47,564,924 ▲ 6,811,813 98.9 93.0

▲ 112,042,000 ▲ 91,176,744 ▲ 91,624,894 ▲ 62,971 511,121 20,417,106 3.7 ▲ 1.1

     第20款　諸　　収　　入　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

ア　諸収入の歳入構成比は２．０％で、前年度の２．７％より０．７ポイント低くなっている。

　　また、収入未済額は前年度より５１１，１２１円（１．１％）増加している。

対調定

２

元

増

減

オ 収入未済額は４８，０７６，０４５円で、これは雑入３７，６４３，３７６円、奨学資

金貸付金元金収入８，４１５，０００円、学校給食費負担金２，０１７，６６９円である。

ウ　対予算収入率は１０２．６％である。

対予算

不　　　納
欠　損　額

エ　対調定収入率は９１．９％である。

収　　　入
未　済　額

イ 収入済額は５４４，４４６，２９３円で、このうち主なものは、小口保証特別融資預託

金 回 収 金 １ ９ ２ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 （ 構 成 比 ３ ５ ． ３ ％ ） 、 学 校 給 食 費 負 担 金

１４６，１２４，７８５円（同２６．８％）である。’’’’’’’’’’’’’’’’

収　入　率

また、収入済額は前年度より９１，６２４，８９４円（１４．４ ％）減少している。

これは主として、雑入で７９，７５１，７４１円、スカイプラザミサワ株式会社

貸付金元金収入６，０００，０００円、学校給食費負担金で５，１２１，４３９円

減少したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

予算現額と
収入済額と
の　比　較
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

1,531,800,000 1,061,700,000 1,061,700,000 0 0 ▲ 470,100,000 69.3 100.0

1,389,800,000 1,154,300,000 1,154,300,000 0 0 ▲ 235,500,000 83.1 100.0

142,000,000 ▲ 92,600,000 ▲ 92,600,000 0 0 ▲ 234,600,000 ▲ 13.8 0.0

円 円 円 円 円 円 ％ ％

28,391,000 28,391,000 28,391,000 0 0 0 100.0 100.0

0 0 0 0 0 0 0.0 0.0

28,391,000 28,391,000 28,391,000 0 0 0 皆増 皆増

     第21款　市　　　　　債

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算

また、収入済額は前年度より９２，６００，０００円（８．０％）減少している。

これは教育債で１１３，５００，０００円、減収補てん債で６６，４００，０００円

増加したが、農林水産業債で２２７，３００，０００円、土木債で５９，９００，０００円減少

したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

 

 

     第22款　法人事業税交付金　　

対調定

２

元

増

減

ア　市債の歳入構成比は３．８％で、前年度の４．９％より１．１ポイント低くなっている｡

イ 収 入 済 額 は １ ， ０ ６ １ ， ７ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 で ､ こ の う ち 主 な も の は 、 臨 時

財 政 対 策 債 ４ ４ ８ ， ５ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 （ 構 成 比 ４ ２ ． ２ ％ ） 、 土 木 債

２４５，０００，０００円（同２３．１％）である。’’’’’’’’’’’’’’’

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

増

減

ア　法人事業税交付金の歳入構成比は０．１％である。

イ　収入済額は２８，３９１，０００円である。

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

元
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円 円 円 円 円 円 円 ％

188,916,000 185,241,624 0 0 0 0 3,674,376 98.1

209,064,000 202,888,992 0 0 0 0 6,175,008 97.0

▲ 20,148,000 ▲ 17,647,368 0 0 0 0 ▲ 2,500,632 1.1

円 円 円 円 円 円 円 ％

3,046,468,000 2,947,861,606 0 7,348,000 0 7,348,000 91,258,394 96.8

3,129,430,000 3,029,903,484 0 1,794,000 0 1,794,000 97,732,516 96.8

▲ 82,962,000 ▲ 82,041,878 0 5,554,000 0 5,554,000 ▲ 6,474,122 0.0

 　(2) 歳       出

     第１款　議　　会　　費　　

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

２

元

増

減

ア　議会費の歳出構成比は０．７％で、前年度の０．９％より０．２ポイント低くなっている。

イ 支出済額は１８５，２４１，６２４円であり､前年度より１７，６４７，３６８円

（８．７％）減少している。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ウ　不用額は３，６７４，３７６円である。

     第２款　総　　務　　費　　

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

２

元

増

減

ア 総務費の歳出構成比は１０．９％で、前年度の１３．３％より２．４ポイント低くなって

いる。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 支出済額は２，９４７，８６１，６０６円で、このうち主なものは、一般管理費

８４８，４５２，５２３円（構成比２８．８％）、政策管理費２７８，０５４，６７３円

（ 同 ９ ． ４ ％ ） 、 駐 留 軍 等 再 編 対 策 事 業 基 金 費 ２ ６ ３ ， ８ ８ ７ ， ６ ６ ９ 円

（同９．０％）、ＣＡＴＶ運営管理費２３８，０２４，４２７円（同８．１％）である。

また、支出済額は、前年度より８２，０４１，８７８円（２．７％）減少している。これは主

として、特定防衛施設周辺整備調整交付金事業基金費で１９９，９６９，６００円、

防災行政用無線施設整備事業費で１０３，４８９，２２７円増加したが、有線放送

施 設 整 備 事 業 費 で ２ ３ ８ ， ３ ４ ２ ， ５ ８ ８ 円 、 公 共 施 設 等 整 備 基 金 費 で

９９，９９４，１３０円、駐留軍等再編対策事業基金費で５４，２３９，７８７円

減少したことによるものでる。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ウ　繰越明許費７，３４８，０００円は、ＣＡＴＶ運営管理費である。

エ 不 用 額 は ９ １ ， ２ ５ ８ ， ３ ９ ４ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 一 般 管 理 費

１８，７０９，４７７円、ＣＡＴＶ運営管理費１７，３１０，５７３円である。’
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円 円 円 円 円 円 円 ％

7,606,391,000 7,301,045,708 0 0 0 0 305,345,292 96.0

7,269,757,000 7,011,436,013 0 0 0 0 258,320,987 96.4

336,634,000 289,609,695 0 0 0 0 47,024,305 ▲ 0.4

     第３款　民　　生　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し

また、支出済額は前年度より２８９，６０９，６９５円（４．１％）増加している。

こ れ は 主 と し て 、 児 童 措 置 費 で １ ５ ６ ， ２ ２ ５ ， ３ １ ４ 円 、 障 害 者 自 立 支 援

事業費で７２，５１７，０５２円、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費で

５ ５ ， ８ ２ ７ ， ３ ５ ３ 円 増 加 し こ と に よ る も の で あ る 。 ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’

ウ 不 用 額 は ３ ０ ５ ， ３ ４ ５ ， ２ ９ ２ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 扶 助 費

８４，７５７，８３２円、児童措置費７７，６７４，３２５円、児童福祉総務費

５３，０００，６７６円、障害者福祉費２１，８８１，８１３円である。’’’

　

　

計

２

元

増

減

ア 民生費の歳出構成比は２６．９％で、前年度の３０．９％より４．０ポイント低く

なっている。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 支出済額は７，３０１，０４５，７０８円で、このうち主なものは、児童措置費

１， ９３０ ，８ １８ ，６ ７５ 円（構成 比２６．４％）、 障害者自立支援事業費

１，１１０，５９６，０５２円（同１５．２％）、扶助費９０７，０７３，１６８円（同

１２．４％）、老人福祉費６７９，５２８，４５４円（同９．３％）、社会福祉総務費

５４２，３６３，３１１円（同７．４％）である。’’’’’’’’’’’’’’’’’
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円 円 円 円 円 円 円 ％

3,651,426,491 2,520,157,930 773,079,000 267,434,000 0 1,040,513,000 90,755,561 69.0

2,140,357,000 1,980,290,933 82,161,000 6,183,491 0 88,344,491 71,721,576 92.5

1,511,069,491 539,866,997 690,918,000 261,250,509 0 952,168,509 19,033,985 ▲ 23.5

     第４款　衛　　生　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し

また、支出済額は前年度より５３９，８６６，９９７円（２７．３％）増加してい

る。これは主として、火葬場改修事業費で２０９，６６８，７５８円、病院費で

１８２，６００，０００円、焼却施設整備事業費で８４，１６４，００５ 円、

予防費で４９，６２２，４７７円増加したことによるものである。’’’’’’’

ウ 不 用 額 は ９ ０ ， ７ ５ ５ ， ５ ６ １ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 塵 芥 処 理 費

３０，３０６，６５３円、子ども医療費給付事業費２６，８９１，１４０円、予防費

１４，２９０，３３８円である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

 

     

計

２

元

増

減

ア　衛生費の歳出構成比は９．３％で、前年度の８．７％より０．６ポイント高くなっている。

イ 支出済 額は ２， ５ ２ ０ ，１ ５ ７，９３ ０円で、このうち主なものは、病 院費

９ ２ ６ ， ９ ０ ６ ， ０ ０ ０ 円 （ 構 成 比 ３ ６ ． ８ ％ ） 、 塵 芥 処 理 費

４ ９ ５ ， ８ １ ７ ， ３ ４ ７ 円 （ 同 １ ９ ． ７ ％ ） 、 火 葬 場 改 修 事 業 費

２１６，９３５，６３４円（同８．６％）、予防費１６０，７３４，６６ ２円

（同６．４％）である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’
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円 円 円 円 円 円 円 ％

41,887,000 41,089,390 0 0 0 0 797,610 98.1

43,189,000 42,126,469 0 0 0 0 1,062,531 97.5

▲ 1,302,000 ▲ 1,037,079 0 0 0 0 ▲ 264,921 0.6

     第５款　労　　働　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し

また、支出済額は前年度より１，０３７，０７９円（２．５％）減少している。

これは主として、勤労青少年体育施設運営費で２，６０６，３３６円増加したが、勤労

青少年ホーム運営費で２，７４９，２１５円、職業補導費で１，１５７，０１９円

減少したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ウ 不用額は７９７，６１０円で、このうち主なものは、勤労青少年ホーム運営費

４１６，１０９円である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

　

計

２

元

増

減

ア　労働費の歳出構成比は０．１％で、前年度の０．２％より０．１ポイント低くなっている。

イ 支出済額は４１，０８９，３９０円で、このうち主なものは、勤労青少年体育施設運

営費１８，２０８，１３０円（構成比４４．３％）、労働諸費１３，６００，０００円

（同３３．１％）、勤労青少年ホーム運営費５，５１３，８９１円（同１３．４％）

である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’
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円 円 円 円 円 円 円 ％

665,681,000 650,751,761 0 0 0 0 14,929,239 97.8

1,279,944,093 1,258,866,891 0 12,958,000 0 12,958,000 8,119,202 98.4

▲ 614,263,093 ▲ 608,115,130 0 ▲ 12,958,000 0 ▲ 12,958,000 6,810,037 ▲ 0.6

     第６款　農 林 水 産 業 費　　

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費
事    故
繰 越 し

また、支出済額は前年度より６０８，１１５，１３０円（４８．３％）減少している。

これは主として、農地費で１７，３２４，５４２円、水産振興費で１２，５５３，５０９円、

漁業者等地域住民交流施設整備事業費で９，６０２，２８２円増加したが、魚市場高度衛生化整備

事業費で３４０，７６９，６３８円、漁港設置対策費で３０５，６６０，５２０円

減少したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ウ 不 用 額 は １ ４ ， ９ ２ ９ ， ２ ３ ９ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 畜 産 業 費

６ ， ２ ３ １ ， ５ ８ ９ 円 、 農 地 費 ３ ， ２ ５ ６ ， ７ ４ ７ 円 で あ る 。 ’ ’ ’ ’

　

計

２

元

増

減

ア 農林水産業費の歳出構成比は２．４％で､前年度の５．５％より３．１ポイント低く

なっている。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 支出済額は６５０，７５１，７６１円で、このうち主なものは、農業集落排水事業費

１９５，４１２，０００円（構成比３０．０％）、農業総務費９５，１７５，００１円

（ １ ４ ． ６ ％ ） 、 農 地 費 ７ ７ ， ５ ６ ４ ， ２ ５ ３ 円 （ 同 １ １ ． ９ ％ ） で あ る 。
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円 円 円 円 円 円 円 ％

5,010,026,000 4,989,087,307 0 0 0 0 20,938,693 99.6

997,245,000 991,037,980 0 0 0 0 6,207,020 99.4

4,012,781,000 3,998,049,327 0 0 0 0 14,731,673 0.2

     第７款　商　　工　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し

また、支出済額は前年度より３，９９８，０４９，３２７円（４０３．４％）増加して

い る 。 こ れ は 主 と し て 、 観 光費 で３ ３， ８３ ３， ７１ ８円 減少 した が、 特別 定額

給付金給付事業費で３，９３９，４４７，２７１円、商工振興費で７６，４６３，６４７円

増加したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ウ 不 用 額 は ２ ０ ， ９ ３ ８ ， ６ ９ ３ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 商 工 振 興 費

１ ２ ， ９ ６ ６ ， ５ ３ ０ 円 、 観 光 費 ３ ， ８ ３ ７ ， ７ ０ １ 円 で あ る 。 ’ ’ ’ ’ ’

　

計

２

元

増

減

ア　商工費の歳出構成比は１８．４％で、前年度の４．４％より１４．０ポイント高くなっている。

イ 支出済額は４，９８９，０８７，３０７円で、このうち主なものは、特別定額給付金

給 付 事 業 費 ３ ， ９ ３ ９ ， ４ ４ ７ ， ２ ７ １ 円 （ 構 成 比 ７ ９ ． ０ ％ ） 、 商 工 振 興 費

７ ８ ３ ， ５ ０ ５ ， ４ ７ ０ 円 （ 同 １ ５ ． ７ ％ ） で あ る 。 ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’

- 26 -



円 円 円 円 円 円 円 ％

3,485,704,909 3,212,406,970 0 85,016,000 82,349,182 167,365,182 105,932,757 92.2

3,748,300,079 3,284,707,256 0 360,438,909 0 360,438,909 103,153,914 87.6

▲ 262,595,170 ▲ 72,300,286 0 ▲ 275,422,909 82,349,182 ▲ 193,073,727 2,778,843 4.6

     第８款　土　　木　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し

また、支出済額は、前年度より７２，３００，２８６円（２．２％）減少している。

これは主として、道路維持費で３６４，４８３，２４１円、三沢駅東口外壁改修事業費で

１１９，９７９，７７４円、民生安定道路整備事業費で１０８，１５７，４６３円、

橋梁補修事業費で８２，２５０，３１８円増加したが、三沢駅前広場整備事業費で

７７８，６２１，１３１円減少したことによるものである。’’’’’’’’’’’

ウ 不用額は１０５，９３２，７５７円で、このうち主なものは、市道側溝整備事業費

１５，７４２，２６５円、市道姉沼２号線改修事業費１２，０８８，９７２円、

橋梁補修事業費１０，９０３，０２６円である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’

　

計

２

元

増

減

ア　土木費の歳出構成比は１１．８％で、前年度の１４．５％より２．７ポイント低くなっている。

イ 支出済額は３，２１２，４０６，９７０円で、このうち主なものは、道路維持費

６８４，２３１，８２０円（構成比２１．３％）、下水道事業費５０９，３７５，０００円

（同１５．９ ％）、民生安定道路整備事業費３００，３９２，８８２円（同９．３％）、

市道舗装整備事業費１９４，２２７，４５０円（同６．０％）である。’’’’’’’
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円 円 円 円 円 円 円 ％

1,073,459,000 1,062,077,902 0 0 0 0 11,381,098 98.9

1,115,255,000 1,099,321,266 0 0 0 0 15,933,734 98.6

▲ 41,796,000 ▲ 37,243,364 0 0 0 0 ▲ 4,552,636 0.3

 

     第９款　消　　防　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し

また、支出済額は前年度より３７，２４３，３６４円（３．４％）減少している。

これは主として、消防車両費で１５，００９，８６０円、常備消防費で１０，１０１，７１４円、

消防施設費で９，４６２，２５０円減少したことによるものである。’’’’’’’

ウ 不 用 額 は １ １ ， ３ ８ １ ， ０ ９ ８ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 常 備 消 防 費

７ ， ５ ６ ５ ， ９ １ ２ 円 、 非 常 備 消 防 費 ３ ， ８ １ ４ ， ５ ２ ９ 円 で あ る 。 ’ ’ ’

　　　　

計

２

元

増

減

ア　消防費の歳出構成比は３．９％で、前年度の４．８％より０．９ポイント低くなっている。

イ 支出済額は１，０６２，０７７，９０２円で、このうち主なものは、常備消防費

９８３，５１７，５３１円（構成比９２．６％）である。’’’’’’’’’’’
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円 円 円 円 円 円 円 ％

2,815,322,000 2,740,495,369 0 0 0 0 74,826,631 97.3

2,468,988,000 2,349,850,247 0 0 0 0 119,137,753 95.2

346,334,000 390,645,122 0 0 0 0 ▲ 44,311,122 2.1

２

元

増

減

     第10款　教　　育　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

計

イ 支出済額は２，７４０，４９５，３６９円で、このうち主なものは、学校給食センター

運営費３６７，０３２，１０３円（構成比１３．４％）、事務局費３１９，８０４，９０１円

（同１１．７％）小学校費の学校情報通信技術環境整備事業費２０７，６１９，８３０円

（同７．６％）である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

繰越明許費
不　用　額継 続 費

逓次繰越

ア　教育費の歳出構成比は１０．１％で､前年度の１０．３％より０．２ポイント低くなっている。

ウ 不 用 額 は ７ ４ ， ８ ２ ６ ， ６ ３ １ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 小 学 校 費 の 学 校

管 理 費 ７ ， ５ ６ ３ ， ８ ８ ３ 円 、 中 学 校 費 の 学 校 情 報 通 信 技 術 環 境 整 備 事 業 費

６，４３２，１７０円、保健体育総務費６，１９２，６９６円、国際交流教育センター

管 理 費 ５ ， ５ ２ ９ ， ２ ６ ２ 円 で あ る 。 ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’

執
行
率事故繰越し

また、支出済額は、前年度より３９０，６４５，１２２円（１６．６％）増加して

い る 。 こ れ は 主 と し て 、 小 学 校 費 の 学 校 情 報 通 信 技 術 環 境 整 備 事 業 費 で

２ ０ ７ ， ６ １ ９ ， ８ ３ ０ 円 、 学 校 屋 内 運 動 場 天 井 等 落 下 防 止 対 策 事 業 費 で

１３８，４３９，２１５円、増加したことによるものである。’’’’’’’’’
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円 円 円 円 円 円 円 ％

1,507,642,000 1,507,603,647 0 0 0 0 38,353 100.0

1,475,016,000 1,474,990,890 0 0 0 0 25,110 100.0

32,626,000 32,612,757 0 0 0 0 13,243 0.0

円 円

２

元

     第12款　公　　債　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し

（　不　用　額　）

計

２

元

増

減

ア　公債費の歳出構成比は５．５％で、前年度の６．５％より１．０ポイント低くなっている。

イ 支 出 済 額 は １ ， ５ ０ ７ ， ６ ０ ３ ， ６ ４ ７ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 元 金

１，４３２，２５９，７３４円（構成比９５．０％）である。’’’’’’’’’

19,965,000

また、支出済額は前年度より３２，６１２，７５７円（２．２％）増加している。これ

は主として、利子で１７，４３７，９６４円減少したが、元金で５０，０８７，３４６円

増加したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ウ　不用額は３８，３５３円である。

     第14款　予　　備　　費

年
度

当初予算額 補正予算額 充　用　額
予　算　現　額

0

円 円

20,000,000 0 35,000

0 0 ▲ 4,772,000

20,000,000

4,772,000

　予備費充用額は３５，０００円である。

4,807,000 15,193,000

増
減
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特  別  会  計 





％

97.2

99.7

▲ 2.5

 ２　特　別　会　計

 　(1) 三沢市国民健康保険特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予 算 現 額 と
収 入 済 額 と
の 比 較

収 入 率

対予算 対調定

２
円 円 円 円 円 円

3,871,417,000 4,105,256,815 3,763,559,314 32,732,236 309,653,365 ▲ 107,857,686
％

91.7

元 3,873,156,000 4,241,965,960 3,863,319,698 46,437,175 332,736,387 ▲ 9,836,302 91.1

▲ 1,739,000 ▲ 136,709,145 ▲ 99,760,384 ▲ 13,704,939 0.6

ウ 対予算収入率は９７．２％である。これは主として、保険給付費等交付金で減収となったことによる

ものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ア 収入済額は３，７６３，５５９，３１４円で、このうち主なものは、保険給付費等交付

金２，５２７，００８，０７６円（構成比６７．２％）、一般被保険者国民健康保険税

８２９，６７１，５４２円（同２２．１％）、一般会計繰入金３７２，１６７，０００円

（同９．９％）である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

また、収入済額は前年度より９９，７６０，３８４円（２．６％)減少している。これは

主として、診療報酬支払準備基金繰入金で３，００９，０００円、災害臨時特例補助金で

２，５０６，０００円増加したが、保険給付費等交付金で８０，７０７，７２２円、一般

被保険者国民健康保険税で２３，０５９，２５０円減少したことによるものである。’’

イ 不 納 欠 損 額 は ３ ２ ， ７ ３ ２ ， ２ ３ ６ 円 で 、 前 年 度 よ り １ ３ ， ７ ０ ４ ， ９ ３ ９ 円

（ ２ ９ ． ５ ％ ） 減 少 し て い る 。 ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’

増

減
▲ 23,083,022 ▲ 98,021,384
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円 ％

3,871,417,000 96.0

3,873,156,000 97.5

▲ 1,739,000 ▲ 1.5

ア 支出済額は３，７１５，３８０，０２８円で、このうち主なものは、一般被保険者療養給付

費２，０６７，４８０，６４３円（構成比５５．７％）、一般被保険者医療給付費分

８３６，３６６，４２１円（同２２．５％）、一般被保険者高額療養費３１９，５７９，８６４円

（ 同 ８ ． ６ ％ ） 、 一 般 被 保 険 者 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 ２ ４ ６ ， ９ ３ ６ ， ６ ９ ５ 円

（ 同 ６ ． ６ ％ ） で あ る 。 ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’

また、支出済額は前年度より６０，９６２，６５９ 円（１．６％）減少している。これは

主として、一般被保険者医療給付費分で３１，６９７，３２４円増加したが、一般被保険者

療養給付費で７６，６４１，０４４円、一般被保険者高額療養費で１４，７２３，１１７円

減少したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 不用額は１５６，０３６，９７２円で、このうち主なものは、一般被保険者療養給付費

８５，０４２，３５７円、予備費２０，０００，０００円である。’’’’’’’’’

　

増

減
▲ 60,962,659 0 0 0 0 59,223,659

3,776,342,687 0 0 0 0 96,813,313元

円

3,715,380,028 0 0 0 0 156,036,972

計

２
円 円 円 円 円

　　　　歳　　出

年

度
予算現額 支出済額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

不 用 額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し
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％

103.9

105.1

▲ 1.2

円 ％

1,189,942,000 90.6

1,115,702,000 94.9

74,240,000 ▲ 4.3

収 入 率

 　(2) 三沢市食肉処理センター特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の 比 較

円 円 円 円

1,236,351,631 0 0 46,409,631

対予算 対調定

円 ％

100.01,189,942,000 1,236,351,631

元

２
円

1,115,702,000 1,173,150,947 1,173,150,947 0 0 57,448,947 100.0

増

減
74,240,000 63,200,684 63,200,684 0 0 ▲ 11,039,316 0.0

ア 収入済額は１，２３６，３５１，６３１円で、このうち主なものは、と畜場使用料

４２８，３６７，２８０円（構成比３４．７％）、と殺解体料３５２，４２９，４４４円

（同２８．５％）、内臓処理料１６０，６３７，７３０円（同１３．０％）である。’

また、収入済額は前年度より６３，２００，６８４円（５．４％）増加している。

こ れ は 主 と し て 、 冷 蔵 庫 使 用 料 で １ ， ３ ０ １ ， ９ ８ ８ 円 減 少 し た が 、 繰 越 金 で

５ ７ ， ６ ７ ４ ， ２ ９ ６ 円 、 と 畜 場 使 用 料 で３ ，７ ３３ ，７ ７６ 円、 と殺 解体 料で

３，０３３，５７６円増加したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 対予算収入率は１０３．９％である。これは主として、と畜場使用料及びと殺解体料で

増収となったことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

　

　　　　歳　　出

年

度
予算現額 支出済額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

不 用 額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事 故 繰 越 し 計

２
円 円 円 円 円 円

1,078,092,427 0 0 0 0 111,849,573

元 1,059,062,195 0 0 0 0 56,639,805

19,030,232 0 0 0 0 55,209,768

ア 支出済額は１，０７８，０９２，４２７円で、このうち主なものは、と畜場事業費

８３４，７２１，６４６円（構成比７７．４％）である。’’’’’’’’’’’’

また、支出済額は前年度より１９，０３０，２３２円（１．８％）増加している。これは

主として、と畜場事業費で９，８１２，２３８円減少したが、食肉処理センター基金

積立金で２８，８４２，３９５円増加したことによるものである。’’’’’’’’’’

イ 不 用 額 は １ １ １ ， ８ ４ ９ ， ５ ７ ３ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 と 畜 場 事 業 費

１ １ １ ， ８ ３ ７ ， ３ ５ ４ 円 で あ る 。 ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’

増

減
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％

100.4

100.6

▲ 0.2

円 ％

3,667,370,000 98.6

3,643,216,000 98.4

24,154,000 0.2

収 入 率

 　(3) 三沢市介護保険特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の 比 較

円 円 円 円

3,681,130,249 10,395,942 18,273,030 13,760,249

対予算 対調定

円 ％

99.23,667,370,000 3,709,359,763

元

２
円

3,643,216,000 3,696,015,361 3,665,215,232 9,948,028 21,630,401 21,999,232 99.2

増

減
24,154,000 13,344,402 15,915,017 447,914 ▲ 3,357,371 ▲ 8,238,983 0.0

ア 収 入 済 額 は ３ ， ６ ８ １ ， １ ３ ０ ， ２ ４ ９ 円 で 、 こ の う ち 主 な も の は 、 介 護 給 付 費

交 付 金 ８ ８ ４ ， ７ ２ ８ ， ５ ３ ９ 円 （ 構 成 比 ２ ４ ． ０ ％ ） 、 第 １ 号 被 保 険 者 保 険 料

７ ４ ７ ， ９ ６ ２ ， ９ ８ ７ 円 （ 同 ２ ０ ． ３ ％ ） 、 国 庫 負 担 金 の 介 護 給 付 費 負 担 金

５ ９ ９ ， ６ ３ ８ ， ７ ３ ２ 円 （ 同 １ ６ ． ３ ％ ） で あ る 。 ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’ ’

また、収入済額は前年度より１５，９１５，０１７円（０．４％）増加している。これは

主 と し て 、 繰 越 金 で ６ ８ ， ８ ４ ２ ， ２ ５ １ 円 、 国 庫 負 担 金 の 介 護 給 付 費 負 担 金 で

１８，７１９，２６８円、県負担金の介護給付費負担金で１４，８９３，０７３円減少

したが、介護保険給付費支払準備基金繰入金で４３，０２２，０００円、介護給付費交

付金で３０，９７８，１４４円、低所得者保険料軽減繰入金で２３，０１０，０００円、

介護給付費繰入金で２０，９３５，０００円増加したことによるものである。’’’’’

イ 不納欠損額は１０，３９５，９４２円で、前年度より４４７，９１４円（４．５％）増加し

ている。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ウ 対予算収入率は１００．４％である。これは主として、第１号被保険者保険料で増収となったことに

よるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

　　　　歳　　出

年

度
予算現額 支出済額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額
不 用 額

執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

２
円 円 円 円 円 円

3,616,423,800 0 0 0 0 50,946,200

元 3,584,334,289 0 0 0 0 58,881,711

32,089,511 0 0 0 0 ▲ 7,935,511

ア 支出済額は３，６１６，４２３，８００円で、このうち主なものは、居宅介護サービス

給付費１，３６５，７１６，９８６円（構成比３７．８％）、地域密着型介護サービス

給 付 費 ８ ５ ４ ， ５ ３ ８ ， ０ １ ９ 円 （ 同 ２ ３ ． ６ ％ ） 、 施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

６７１，９５９，２１４円（同１８．６％）である。’’’’’’’’’’’’’’’’’

また、支出済額は前年度より３２，０８９，５１１円（０．９％）増加している。これ

は主として、地域密着型介護サービス給付費で１１，４８８，１９６円減少したが、

施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費 で ３ ４ ， ８ ５ ０ ， ９ １ ８ 円 、 居 宅 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費 で

５，０７１，７００円、介護予防・生活支援サービス給付事業費で５，０６１，２９１円

増加したことによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

イ 不用額は５０，９４６，２００円で、このうち主なものは、地域密着型介護サービス

給 付 費 ９ ， ２ ６ ６ ， ９ ８ １ 円 、 予 備 費 ４ ， ８ ８ ４ ， ８ ０ ０ 円 で あ る 。 ’ ’ ’ ’ ’ ’

増

減
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％

98.3

100.1

▲ 1.8

円 ％

454,595,000 96.3

404,762,000 99.7

49,833,000 ▲ 3.4

収 入 率

 　(4) 三沢市後期高齢者医療特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の 比 較

円 円 円 円

446,708,829 383,100 2,407,800 ▲ 7,886,171

対予算 対調定

円 ％

99.5454,595,000 449,146,029

元

２
円

404,762,000 409,569,211 405,229,011 609,500 4,777,500 467,011 98.9

増

減
49,833,000 39,576,818 41,479,818 ▲ 226,400 ▲ 2,369,700 ▲ 8,353,182 0.6

ア 収入済額は４４６，７０８，８２９円で、このうち主なものは、特別徴収保険料

１６５，４７１，９００円（構成比３７．１％）、普通徴収保険料１４７，５５１，９００円

（同３３．１％）、保険基盤安定繰入金１００，１１０，０００円（同２２．４％）

である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

また、収入済額は前年度より４１，４７９，８１８円（１０．２％）増加している。

これは主として、繰入金で３，４１２，７６３円減少 した が、 特別 徴収 保険 料で

１８，６０２，３００円、普通徴収保険料で１７，２１１，３００円、保険基盤安定

繰入金で８，５２４，０００円増加したことによるも ので ある 。’ ’’ ’’ ’’

イ 不納欠損額は３８３，１００円で、前年度より２２６，４００円（３７．１％）減少し

ている。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

ウ 対予算収入率９８．３％である。これは主として、保険基盤安定繰入金で減収となったこ

とによるものである。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

 

　　　　歳　　出

年

度
予算現額 支出済額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

不 用 額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

２
円 円 円 円 円 円

437,728,064 0 0 0 0 16,866,936

元 403,740,826 0 0 0 0 1,021,174

33,987,238 0 0 0 0 15,845,762

ア 支出済額は４３７，７２８，０６４円で、このうち主なものは、後期高齢者医療

広 域 連 合 納 付 金 ４ ０ ４ ， ５ ２ ０ ， ３ ９ ０ 円 （ 構 成 比 ９ ２ ． ４ ％ ） 、 一 般 管 理 費

２６，５２２，３５５円（同６．１％）である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’

また、支出済額は前年度より３３，９８７，２３８円（８．４％）増加している。これ

は主として、一般管理費で１，７８９，９４０円減少したが、後期高齢者医療広域連合納

付金で３６，２８５，９８０円増加したことによるものである。’’’’’’’’’’’

イ 不用額は１６，８６６，９３６円で、このうち主なものは、後期高齢者医療広域連合

納付金１３，９８９，６１０円である。’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’

増

減
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増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

5,443,139.78 11,392.48 68,026.31 5,386,505.95

　

増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

262,153.44 1,748.02 9,289.62 254,611.84

増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

1,843,359.17 0.00 0.00 1,843,359.17
㎥ ㎥ ㎥ ㎥

35,087.40 0.00 0.00 35,087.40

増 減
個 個 個 個

0 0 0 0

増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

6.00 0.00 0.00 6.00

決 算 年 度 中 増 減 高

決 算 年 度 中 増 減 高

 　(2) 建　　　　物  

決 算 年 度 中 増 減 高

36,777.38

36,777.38

前年度末現在高 決算年度末現在高

行 政 財 産

計

 　(1) 土　　　　地

行 政 財 産

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高 決算年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

6,666,854.17

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高

6,723,137.65 19,436.33

Ⅲ　財　　　　　産

 １　公　有　財　産

 　(3) 山　　　　林

 　(4) 動　　　　産

面 積

立木の推定蓄積量

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分

温 泉 権

地 上 権 36,777.38 0.00 0.00

計 36,783.38 0.00 6.00

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高 決算年度末現在高

 　(5) 物　　　　権

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高 決算年度末現在高

―

263,595.05 1,748.02 256,053.45

普 通 財 産 1,441.61 0.00 0.00

9,289.62

1,279,997.87 1,280,348.228,043.85普 通 財 産

1,441.61

計

決算年度末現在高

7,693.50

75,719.81

決 算 年 度 中 増 減 高
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増 減
円 円 円 円

120,900,000 0 0 120,900,000

増 減
円 円 円 円

192,513,000 0 3,636,000 188,877,000

増 減

調 度 品 類 23 23

繊 維 皮 革 製 品 類 6 6

事 務 用 品 類 21 4 1 24

計 量 器 類 17 3 14

光学音響通信機器類 20 2 18

医 療 機 器 類 12 22 2 32

厨 房 調 理 機 器 類 21 1 20

機 械 器 具 類 141 1 9 133

車 両 類 146 7 8 145

音 楽 用 品 類 24 24

運 動 用 具 類 62 62

図 書 美 術 品 類 50 50

雑 品 類 19 1 18

計 562 34 27 569

（注）区分の見直しにより、昨年度と区分が変更となっている。

増 減
円 円 円 円

728,957,600 12,200,000 59,305,000 681,852,600

 　(6) 有　価　証　券

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

5

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。　　（単位：個、台、一式等）

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

 ３　債　　　　　権
       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

株 券

 　(7) 出資による権利

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

決 算 年 度 中 増 減 高
決算年度末現在高前年度末現在高

 ２　物　　　　　品

　　　車両並びに５０万円以上の物品

16

出 資 件 数

債 権 数 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高
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増 減
円 円 円 円

2,116,498,669 329,038,217 271,169,000 2,174,367,886

五 百 万 円 積 立 基 金 3,602,694 360 0 3,603,054

減 債 基 金 1,297,062,948 10,072,153 0 1,307,135,101

土 地 開 発 基 金 645,148,796 10,512 0 645,159,308

国 際 交 流 基 金 42,077,638 4,196 0 42,081,834

公共施設等整備基金 639,145,244 55,763 0 639,201,007

大空ひろば整備基金 5,314,445 530 0 5,314,975

駐 留 軍 等 再 編
対 策 事 業 基 金

463,224,058 263,887,669 305,269,373 421,842,354

社 会 福 祉 基 金 4,477,741 341 200,000 4,278,082

招 和 台 基 金 4,966,092 495 0 4,966,587

ミス・ビードル基金 3,327 0 0 3,327

ふるさと活性化基金 10,402,434 1,038 0 10,403,472

緑 化 基 金 1,803,670 179 0 1,803,849

ス ポ ー ツ 振 興 基 金 3,027,421 302 0 3,027,723

姉 妹 都 市 教 育 基 金 1,011,700 101 0 1,011,801

国民健康保険診療報酬
支 払 準 備 基 金

395,857,271 86,977,011 15,885,000 466,949,282

食肉処理センター基金 483,105,006 57,141,356 0 540,246,362

介 護 保 険 給 付 費
支 払 準 備 基 金

157,188,739 80,896,618 43,022,000 195,063,357

家 畜 導 入 事 業 基 金 18,624,450 6,600,000 7,076,518 18,147,932

東 日 本 大 震 災
復 興 推 進 基 金

98,376,726 9,809 6,000,000 92,386,535

ホ ッ ケ ー 競 技
振 興 基 金

403,222 40 0 403,262

特定防衛施設周辺整備調
整 交 付 金 事 業 基 金

112,783,054 200,023,391 60,273,055 252,533,390

再生可能エネルギー等
導 入 促 進 基 金

65,011,700 13,006,414 0 78,018,114

森 林 環 境 基 金 2,588,000 4,500,000 0 7,088,000

6,571,705,045 1,052,226,495 708,894,946 6,915,036,594

財 政 調 整 基 金

計

 ４　基　　　　　金
       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高
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別      表 





収入率 執行率

Ｂ／Ａ Ｃ／Ａ

円 円 円 円 ％ ％

28 26,864,305,980 100 26,204,230,876 100 25,552,561,122 100 651,669,754 97.5 95.1

29 24,363,665,335 91 23,942,419,219 91 23,361,350,018 91 581,069,201 98.3 95.9

30 24,161,531,851 90 23,641,877,950 90 23,018,499,657 90 623,378,293 97.8 95.3

元 23,891,738,172 89 23,432,820,059 89 22,725,420,421 89 707,399,638 98.1 95.1

２ 29,112,888,400 108 27,918,034,399 107 27,157,819,214 106 760,215,185 95.9 93.3

別　表　１

年度別一般会計歳入歳出決算状況

年

度

予算現額
Ａ

指数
収入済額

Ｂ
指数

支出済額
Ｃ

指数
収支差引額

Ｂ－Ｃ

対　予　算

　（注）２８年度を指数１００とした。
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円 円 円 ％

4,671,774,000 4,927,812,999 4,760,412,968 17.1

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

- 40 -

 （注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

計 29,112,888,400 28,152,985,739 27,918,034,399 100.0

0.122 法 人 事 業 税 交 付 金 28,391,000 28,391,000 28,391,000

21 市 債 1,531,800,000 1,061,700,000 1,061,700,000 3.8

2.020 諸 収 入 530,841,000 592,522,338 544,446,293

19 繰 越 金 368,399,115 368,399,638 368,399,638 1.3

2.318 繰 入 金 647,360,796 643,387,946 643,387,946

17 寄 附 金 49,670,000 49,669,800 49,669,800 0.2

0.216 財 産 収 入 45,755,000 50,429,393 50,429,393

15 県 支 出 金 1,768,976,000 1,729,370,008 1,729,370,008 6.2

35.514 国 庫 支 出 金 10,697,305,489 9,918,573,300 9,918,573,300

13 使 用 料 及 び 手 数 料 241,626,000 247,722,273 234,253,159 0.8

0.212 分 担 金 及 び 負 担 金 58,925,000 62,353,295 56,347,145

11
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

5,695,000 6,283,000 6,283,000 0.0

18.810 地 方 交 付 税 5,236,369,000 5,236,369,000 5,236,369,000

９ 地 方 特 例 交 付 金 29,089,000 29,089,000 29,089,000 0.1

7.7８
国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金

2,135,422,000 2,135,422,000 2,135,422,000

７ 環 境 性 能 割 交 付 金 10,250,000 10,250,749 10,250,749 0.0

3.2６ 地 方 消 費 税 交 付 金 885,713,000 885,713,000 885,713,000

５ 10,600,000 10,600,000 10,600,000 0.0

４ 配 当 割 交 付 金 9,014,000 9,014,000 9,014,000 0.0

0.0３ 利 子 割 交 付 金 4,253,000 4,253,000 4,253,000

145,660,000 145,660,000 145,660,000 0.5

1 市 税

２ 地 方 譲 与 税

款

　別　表　２

予　算　現　額 調　　定　　額 収　入　済　額 構成比

令　和　２　年　度　　一　般　会　計



％ ％ 円 円 円 ％

105.5 96.6 14,827,312 152,710,919 88,638,968 101.9
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218,772,128 ▲ 1,194,854,001 95.9

100.0

96.7 99.2 16,317,412

100.0 100.0 0 0 0

0 0 ▲ 470,100,000 69.3

102.6

69.3 100.0

111.6 91.9 0 48,076,045 13,605,293

0 0 523 100.0

99.4

100.0 100.0

99.4 100.0 0 0 ▲ 3,972,850

0 0 ▲ 200 100.0

110.2

100.0 100.0

110.2 100.0 0 0 4,674,393

0 0 ▲ 39,605,992 97.8

92.7

97.8 100.0

92.7 100.0 0 0 ▲ 778,732,189

27,100 13,442,014 ▲ 7,372,841 96.9

95.6

102.5 94.6

105.8 90.4 1,463,000 4,543,150 ▲ 2,577,855

0 0 588,000 110.3

100.0

110.3 100.0

100.0 100.0 0 0 0

0 0 0 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0 100.0 0 0 0

0 0 749 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0 100.0 0 0 0

100.0 100.0 0 0 0 100.0

0 0 0 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0 100.0 0 0 0

0 0 0 100.0100.0 100.0

歳　　入　　決　　算　　状　　況

対調定
収入率

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
対予算
収入率

予 算 現 額 と
収 入 済 額 と の 比 較

予算現額に
対する調定
額 の 比 率



対調定
構成比 収入率

Ｄ Ｃ／Ｂ
円 円 円 ％ ％

4,671,774,000 4,927,812,999 4,760,412,968 17.1 96.6

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

計 29,112,888,400 28,152,985,739 27,918,034,399
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100.0

0.0

99.2

自動車取得税交付金 0 0 0 0.0

22 法 人 事 業 税 交 付 金 28,391,000 28,391,000 28,391,000 0.1 100.0

21 市 債 1,531,800,000 1,061,700,000 1,061,700,000 3.8 100.0

20 諸 収 入 530,841,000 592,522,338 544,446,293 2.0 91.9

100.019 繰 越 金 368,399,115 368,399,638 368,399,638 1.3

18 繰 入 金 647,360,796 643,387,946 643,387,946 2.3 100.0

17 寄 附 金 49,670,000 49,669,800 49,669,800 0.2 100.0

16 財 産 収 入 45,755,000 50,429,393 50,429,393 0.2 100.0

100.015 県 支 出 金 1,768,976,000 1,729,370,008 1,729,370,008 6.2

14 国 庫 支 出 金 10,697,305,489 9,918,573,300 9,918,573,300 35.5 100.0

13 使 用 料 及 び 手 数 料 241,626,000 247,722,273 234,253,159 0.8 94.6

12 分 担 金 及 び 負 担 金 58,925,000 62,353,295 56,347,145 0.2 90.4

100.011
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

5,695,000 6,283,000 6,283,000 0.0

10 地 方 交 付 税 5,236,369,000 5,236,369,000 5,236,369,000 18.8 100.0

９ 地 方 特 例 交 付 金 29,089,000 29,089,000 29,089,000 0.1 100.0

８
国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金

2,135,422,000 2,135,422,000 2,135,422,000 7.7 100.0

100.0７ 環 境 性 能 割 交 付 金 10,250,000 10,250,749 10,250,749 0.0

６ 地 方 消 費 税 交 付 金 885,713,000 885,713,000 885,713,000 3.2 100.0

５ 10,600,000 10,600,000 10,600,000 0.0 100.0

100.0４ 配 当 割 交 付 金 9,014,000 9,014,000 9,014,000 0.0

0.0 100.0３ 利 子 割 交 付 金 4,253,000 4,253,000 4,253,000

145,660,000 0.5 100.0

1 市 税

２ 地 方 譲 与 税 145,660,000 145,660,000

　別　表　３

一　　般　　会　　計　　歳　　入　　決　　算

款

令　　　和　　　２　　　年　　　度

予 算 現 額
Ａ

調 定 額
Ｂ

収 入 済 額
Ｃ



対調定 予算現額

構成比 収入率 増減額
Ｈ Ｇ／Ｆ Ｃ－Ｇ

円 円 円 ％ ％ 円 ％ ％

4,685,206,000 4,965,006,535 4,788,804,385 20.4 96.5 ▲ 28,391,417 ▲ 0.6 ▲ 0.3

19.1 21.9
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23,891,738,172 23,696,184,538 23,432,820,059

▲ 21,526,862 皆減 皆減

98.9 4,485,214,340

21,526,000 21,526,862 21,526,862 0.1

100.0

100.0

0 0.0 0.0 28,391,000 皆増 皆増

10.2

0 0

1,154,300,000 1,154,300,000 4.9 100.0 ▲ 92,600,000 ▲ 8.0

▲ 14.4 ▲ 17.4

1,389,800,000

642,883,000 683,699,082 636,071,187 2.7 93.0 ▲ 91,624,894

30,021,345 8.9 8.9338,377,412 338,378,293 338,378,293 1.5 100.0

1,399,339,843 6.0 100.0 ▲ 755,951,897 ▲ 54.0 ▲ 55.2

78.4

1,443,592,000 1,399,339,843

27,835,389 27,835,389 0.1 100.0 21,834,411 78.4

37.5 44.8

27,836,000

31,598,000 36,672,025 36,672,025 0.2 100.0 13,757,368

55,731,221 3.3 3.71,705,941,000 1,673,638,787 1,673,638,787 7.1 100.0

4,805,002,604 20.5 100.0 5,113,570,696 106.4 111.3

▲ 4.0

5,062,527,760 4,805,002,604

269,012,470 253,334,526 1.1 94.2 ▲ 19,081,367 ▲ 7.5

▲ 25.7 ▲ 14.4

251,618,000

68,800,000 99,739,634 75,883,144 0.3 76.1 ▲ 19,535,999

744,000 13.4 2.85,539,000 5,539,000 5,539,000 0.0 100.0

5,121,652,000 21.9 100.0 114,717,000 2.2 2.2

▲ 53.3

5,121,652,000 5,121,652,000

62,264,000 62,264,000 0.3 100.0 ▲ 33,175,000 ▲ 53.3

0.1 0.1

62,264,000

2,132,530,000 2,132,530,000 2,132,530,000 9.1 100.0 2,892,000

5,708,749 125.7 125.74,542,000 4,542,000 4,542,000 0.0 100.0

729,825,000 3.1 100.0 155,888,000 21.4 21.4

87.6

729,825,000 729,825,000

5,650,000 5,650,000 0.0 100.0 4,950,000 87.6

▲ 1,183,000 ▲ 11.6 ▲ 11.6

5,650,000

10,197,000 10,197,000 10,197,000 0.1 100.0

100.0 ▲ 75,000 ▲ 1.7 ▲ 1.74,328,000 4,328,000 4,328,000 0.0

0.6 100.0 153,986 0.1 0.1145,506,000 145,506,014 145,506,014

予算現額
Ｅ

調 定 額
Ｆ

収入済額
Ｇ

収　入　済　額

増減率 増減率

状　　況　　対　　前　　年　　度　　比　　較
令　　　和　　　元　　　年　　　度 前　年　度　比　較



対調定

構成比 収入率 不納欠損額
Ｄ Ｃ/Ｂ

円 円 円 ％ ％ 円 円

2,043,540,000 2,146,474,354 2,080,214,192 43.7 96.9 5,911,262 60,439,500

上

記

内

訳

　別　表　４

　　　　　　　　　　　　　　市　　　　　　税　　　　　　徴

款

令　　　和　　　２　　　年　　　度

予算現額
Ａ

調定額
Ｂ

収入済額
Ｃ

収入未済額
Ｅ

市

民

税

個 人

法 人 267,710,000 293,319,930 287,798,254 6.0 98.1 660,000 4,861,676

計 2,311,250,000 2,439,794,284 2,368,012,446 49.7 97.1 6,571,262 65,301,176

固

定

資

産

税

固定資産税 1,902,090,000 2,004,927,502 1,917,623,650 40.3 95.6 7,413,950 79,924,602

国有資産等所在市
町 村 交 付 金

21,950,000 21,950,300 21,950,300 0.5 100.0 0 0

計 1,924,040,000 2,026,877,802 1,939,573,950 40.8 95.7 7,413,950 79,924,602

軽

自

動

車

税

環境性能割 4,961,000 5,588,000 5,588,000 0.1 100.0 0 0

種 別 割 116,233,000 120,241,400 117,932,900 2.5 98.1 0 2,321,400

軽自動車税 1,625,000 8,073,147 2,067,306 0.0 25.6 842,100 5,163,741

計 122,819,000 133,902,547 125,588,206 2.6 93.8 842,100 7,485,141

市 た ば こ 税 313,391,000 326,936,116 326,936,116 6.9 100.0 0 0

入　  湯  　税 274,000 302,250 302,250 0.0 100.0 0 0

市  税  合  計 4,671,774,000 4,927,812,999 4,760,412,968 100.0 96.6 14,827,312 152,710,919

現年課税分 4,641,082,000 4,769,446,146 4,715,598,323 99.1 98.9 0 53,986,023

滞納繰越分 30,692,000 158,366,853 44,814,645 0.9 28.3 14,827,312 98,724,896

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。
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対調定
構成比 収入率 増減額

Ｈ Ｇ／Ｆ Ｃ－Ｇ
円 円 ％ ％ 円 円 ％ 円

2,190,998,780 2,116,338,190 44.2 96.6 68,196,635 ▲ 36,123,998 ▲ 1.7 ▲ 7,757,135

　　収　　　　　　状　　　　　　況
令　　　和　　　元　　　年　　　度 前　年　度　比　較

調 定 額
Ｆ

収入済額
Ｇ

収入未済額
Ｉ

収　入　済　額
収入未済額

Ｅ－Ｉ増減率

314,618,114 309,061,784 6.5 98.2 5,063,630 ▲ 21,263,530 ▲ 6.9 ▲ 201,954

2,505,616,894 2,425,399,974 50.7 96.8 73,260,265 ▲ 57,387,528 ▲ 2.4 ▲ 7,959,089

1,963,802,100 1,877,781,417 39.2 95.6 77,329,102 39,842,233 2.1 2,595,500

23,966,300 23,966,300 0.5 100.0 0 ▲ 2,016,000 ▲ 8.4 0

1,987,768,400 1,901,747,717 39.7 95.7 77,329,102 37,826,233 2.0 2,595,500

1,179,200 1,179,200 0.0 100.0 0 4,408,800 373.9 0

0 0 0.0 0.0 0 117,932,900 皆増 2,321,400

125,979,398 116,014,851 2.4 92.1 8,681,347 ▲ 113,947,545 ▲ 98.2 ▲ 3,517,606

127,158,598 117,194,051 2.4 92.2 8,681,347 8,394,155 7.2 ▲ 1,196,206

344,051,043 344,051,043 7.2 100.0 0 ▲ 17,114,927 ▲ 5.0 0

411,600 411,600 0.0 100.0 0 ▲ 109,350 ▲ 26.6 0

4,965,006,535 4,788,804,385 100.0 96.5 159,270,714 ▲ 28,391,417 ▲ 0.6 ▲ 6,559,795

4,790,875,853 4,734,370,454 98.9 98.8 56,637,099 ▲ 18,772,131 ▲ 0.4 ▲ 2,651,076

174,130,682 ▲ 3,908,719
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54,433,931 1.1 31.3 102,633,615 ▲ 9,619,286 ▲ 17.7



款 項 目 科 目

件 円 件 円

１ 1 1 個 人 市 民 税 112 1,458,650 5 142,172

2 法 人 市 民 税 3 390,000 0 0

2 1 固 定 資 産 税 176 1,571,000 0 0

3 1 軽 自 動 車 税 32 194,300 9 52,000

323 3,613,950 14 194,172

件数 金 額 件数

７第４項該当のもの ７ 第 ５ 項該当のもの

合　　　　　　　計
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３ 年 経 過 に よ り ３ 年 経 過 前 に

消 滅 し た も の 消 滅 さ せ た も の

金 額

　別　表　５

令　和　２　年　度　市　税　不　納
　　　　　　　　　不納欠損事由

　区分

地方税法第１５条の 地方税法第 １ ５ 条の



件数 金 額

件 円 件 円

224 4,310,440 341 5,911,262

5 270,000 8 660,000

491 5,842,950 667 7,413,950

159 595,800 200 842,100

879 11,019,190 1,216 14,827,312

計
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件数 金 額

欠　損　状　況

地 方 税 法 第 １ ８ 条
該 当 の も の
（ 時 効 完 成 ）



円 ％ 円 ％

188,916,000 0.6 185,241,624 0.7

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。
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計 29,112,888,400 100.0 27,157,819,214 100.0

14 予 備 費 19,965,000 0.1 0 0.0

12 公 債 費 1,507,642,000 5.2 1,507,603,647 5.5

10 教 育 費 2,815,322,000 9.7 2,740,495,369 10.1

9 消 防 費 1,073,459,000 3.7 1,062,077,902 3.9

8 土 木 費 3,485,704,909 12.0 3,212,406,970 11.8

7 商 工 費 5,010,026,000 17.2 4,989,087,307 18.4

6 農 林 水 産 業 費 665,681,000 2.3 650,751,761 2.4

5 労 働 費 41,887,000 0.1 41,089,390 0.1

4 衛 生 費 3,651,426,491 12.5 2,520,157,930 9.3

3 民 生 費 7,606,391,000 26.1 7,301,045,708 26.9

1 議 会 費

2 総 務 費 3,046,468,000 10.5 2,947,861,606 10.9

　別　表　６

令　和　２　年　度　　　一　　般　　会　　計

款
予　算　現　額

Ａ
構成比

支　出　済　額
Ｂ

構成比



予算現額に対す
る不用額の比率

Ｄ ／ Ａ
％ 円 円 ％

98.1 0 3,674,376 1.9

739,843,004 2.5
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0 19,965,000 100.0

93.3 1,215,226,182

0 38,353 0.0

0.0

100.0

0 74,826,631 2.7

0 11,381,098 1.1

97.3

167,365,182 105,932,757 3.0

98.9

0 20,938,693 0.4

92.2

0 14,929,239 2.2

99.6

0 797,610 1.9

97.8

1,040,513,000 90,755,561 2.5

98.1

0 305,345,292 4.0

69.0

7,348,000 91,258,394 3.0

96.0

不　　　用　　　額
Ａ－Ｂ－Ｃ＝Ｄ

96.8

歳　　出　　決　　算　　状　　況

執　行　率
Ｂ／Ａ

翌 年 度 繰 越 額
Ｃ



構成比

Ｃ
円 円 ％ ％

188,916,000 185,241,624 0.7 98.1

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

 - 50 -

計 29,112,888,400 27,157,819,214 100.0 93.3

14 予 備 費 19,965,000 0 0.0 0.0

12 公 債 費 1,507,642,000 1,507,603,647 5.5 100.0

10 教 育 費 2,815,322,000 2,740,495,369 10.1 97.3

9 消 防 費 1,073,459,000 1,062,077,902 3.9 98.9

8 土 木 費 3,485,704,909 3,212,406,970 11.8 92.2

7 商 工 費 5,010,026,000 4,989,087,307 18.4 99.6

6 農 林 水 産 業 費 665,681,000 650,751,761 2.4 97.8

5 労 働 費 41,887,000 41,089,390 0.1 98.1

4 衛 生 費 3,651,426,491 2,520,157,930 9.3 69.0

3 民 生 費 7,606,391,000 7,301,045,708 26.9 96.0

10.9 96.8

1 議 会 費

2 総 務 費 3,046,468,000 2,947,861,606

　別　表　７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　般　　会　　計　　歳　　出　　決　　算

款

令　　　和　　　２　　　年　　　度

予　算　現　額
Ａ

支　出　済　額
Ｂ

執行率
Ｂ／Ａ



予算現額

構成比 増減額

Ｆ Ｂ－Ｅ
円 円 ％ ％ 円 ％ ％

209,064,000 202,888,992 0.9 97.0 ▲ 17,647,368 ▲ 8.7 ▲ 9.6
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22,725,420,421 100.0 95.1 4,432,398,793 19.5 21.9

0.0 0 0.0 31.4

23,891,738,172

2.2

15,193,000 0 0.0

1,475,016,000 1,474,990,890 6.5 100.0 32,612,757 2.2

14.02,468,988,000 2,349,850,247 10.3 95.2 390,645,122 16.6

98.6 ▲ 37,243,364 ▲ 3.4 ▲ 3.7

▲ 7.0

1,115,255,000 1,099,321,266 4.8

3,748,300,079 3,284,707,256 14.5 87.6 ▲ 72,300,286 ▲ 2.2

99.4 3,998,049,327 403.4 402.4

▲ 48.0

997,245,000 991,037,980 4.4

1,279,944,093 1,258,866,891 5.5 98.4 ▲ 608,115,130 ▲ 48.3

97.5 ▲ 1,037,079 ▲ 2.5 ▲ 3.0

70.6

43,189,000 42,126,469 0.2

2,140,357,000 1,980,290,933 8.7 92.5 539,866,997 27.3

7,011,436,013 30.9 96.4 289,609,695 4.1 4.6

▲ 82,041,878 ▲ 2.7 ▲ 2.7

7,269,757,000

3,129,430,000 3,029,903,484 13.3 96.8

予　算　現　額
Ｄ

支　出　済　額
Ｅ

執行率
Ｅ／Ｄ

支　　出　　済　　額

増減率 増減率

状　　況　　対　　前　　年　　度　　比　　較
令　　　和　　　元　　　年　　　度 前　　年　　度　　比　　較



　別　表　８

特　別　会　計　歳　入　決　算

会　　計　　名

令　和　２　年　度

予 算 現 額
Ａ

調　定　額
Ｂ

収 入 済 額
Ｃ

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

収　入　率

Ｃ／Ｂ

対予算 対調定

Ｃ／Ａ

三 沢 市 国 民 健 康 保 険 円 円 円 円 円 ％ ％

特 別 会 計 3,871,417,000 4,105,256,815 3,763,559,314 32,732,236 309,653,365 97.2 91.7

三沢市食肉処理センター
1,189,942,000 1,236,351,631 1,236,351,631 0 0 103.9 100.0

特 別 会 計

三沢市農業集落排水事業
0 0 0

特 別 会 計
0 0 0.0 0.0

三 沢 市 下 水 道 事 業
0 0 0 0 0

特 別 会 計

三 沢 市 介 護 保 険
3,667,370,000 3,709,359,763 3,681,130,249

特 別 会 計

0.0 0.0

18,273,030 100.4 99.2

特 別 会 計
99.5

10,395,942

330,334,195 99.4

三沢市後期高齢者医療
454,595,000 449,146,029 446,708,829 383,100 2,407,800 98.3

計 9,183,324,000 9,500,114,238 9,127,750,023 43,511,278 96.1

　別　表　９

特　別　会　計　歳　出　決　算

会　　計　　名

令　和　２　年　度

予 算 現 額
Ａ

支 出 済 額
Ｂ

執 行 率
翌 年 度
繰 越 額

不 用 額
Ｃ

予 算 現 額
Ｄ

三 沢 市 国 民 健 康 保 険 円 円 ％ 円 円 円

特 別 会 計 3,871,417,000 3,715,380,028 96.0 0 156,036,972 3,873,156,000

三沢市食肉処理センター
1,189,942,000 1,078,092,427 90.6 0 111,849,573 1,115,702,000

特 別 会 計

三沢市農業集落排水事業
0 0 0.0

特 別 会 計
0 0 241,041,000

0 1,929,836,000
特 別 会 計

三 沢 市 介 護 保 険
3,667,370,000 3,616,423,800 98.6

三 沢 市 下 水 道 事 業
0.00

16,866,936

0 0

335,699,681

404,762,000

特 別 会 計
0 50,946,200 3,643,216,000

特 別 会 計

96.3 0

0
三沢市後期高齢者医療

454,595,000 437,728,064 96.3

 - 52 -

11,207,713,000計 9,183,324,000 8,847,624,319



状　況　対　前　年　度　比　較
令　和　元　年　度 前　年　度　比　較

予 算 現 額
Ｄ

調　定　額
Ｅ

収 入 済 額
Ｆ

予算現額

対予算 対調定 増減額
増減率 増減率

Ｆ／Ｄ Ｆ／Ｅ Ｃ－Ｆ

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

収　入　率 収　入　済　額

円 円 円 円 円 ％ ％ 円 ％ ％

3,873,156,000 4,241,965,960 3,863,319,698 46,437,175 332,736,387 99.7 91.1 ▲ 99,760,384 ▲ 2.6 0.0

1,115,702,000 1,173,150,947 1,173,150,947 0 0 105.1 100.0 63,200,684 5.4 6.7

0 4,164,909 101.6

1,929,836,000

皆減 皆減98.3 ▲ 244,839,973

皆減 皆減

241,041,000 249,004,882

60,125,163 98.8 96.9 ▲ 1,907,165,2131,968,619,623 1,907,165,213 1,329,247

244,839,973

9,948,0283,643,216,000 3,696,015,361 3,665,215,232 0.4 0.7

98.9 41,479,818 10.2 12.3

99.2 15,915,017

100.1404,762,000 409,569,211

21,630,401 100.6

609,500 4,777,500

58,323,950 423,434,360

405,229,011

100.5 95.9 ▲ 2,131,170,051 ▲ 18.9 ▲ 18.111,207,713,000 11,738,325,984 11,258,920,074

状　況　対　前　年　度　比　較
令　和　元　年　度 前　　　年　　　度　　　比　　　較

支 出 済 額
Ｅ

執 行 率
翌 年 度
繰 越 額

不 用 額
Ｆ

支　　出　　済　　額

不　用　額
Ｃ－Ｆ

予算現額

増減額
増 減 率 増減率

Ｂ－Ｅ

円 ％ 円 円 円 ％ 円 ％

3,776,342,687 97.5 0 96,813,313 ▲ 60,962,659 ▲ 1.6 59,223,659 0.0

1,059,062,195 94.9 0 56,639,805 19,030,232 1.8 55,209,768 6.7

皆減231,593,751 96.1 0 9,447,249 ▲ 231,593,751 皆減 ▲ 9,447,249

1,865,571,047 96.7 ▲ 64,264,953

0

98.4 0

▲ 1,865,571,0470 64,264,953

1,021,174

皆減

58,881,711 32,089,511 0.9 ▲ 7,935,511 0.7

皆減

403,740,826 99.7

3,584,334,289

▲ 2,073,020,476

8.4 15,845,762 12.3

▲ 19.0 48,631,476 ▲ 18.1

33,987,238
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10,920,644,795 97.4 0 287,068,205



(単位 ： 円)

令和元年度末 令和２年度末

現 　在　 高 借　入　額 償　還　額 現　 在 　高

16,880,182,497合　　　計 17,409,949,401 1,061,700,000 1,591,466,904

14,860,751,643

食肉処理セン
2,178,638,024 0 159,207,170 2,019,430,854

ター特別会計

別　表　１０

市　　　債　　　の　　　状　　　況

会　計　別
令　和　２　年　度　中

一 般 会 計 15,231,311,377 1,061,700,000 1,432,259,734
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令和元年度
類 似 団 体

実 質 公 債 費
比 率 ％

　を許可しないとする指標である。

（参考） 上記項目の指標は､地方財政法等の趣旨に基づいて､地方財政の健全性を判断

　　　　する目安として、通常用いられているものである。

　　標準財政規模に対する実質収支の割合で３％～５％程度が望ましいとされる。

実質公債費比率

｢起債制限比率｣に反映されていなかった公営企業(特別会計含む)の公債費への一

般会計繰出金等を含めた実質的な公債費による財政負担の割合で、１８％を超えた場合

は地方債の発行に許可を必要とし、２５％を超えた場合は一定事業に係る地方債の発行

経常収支比率

当該団体の財政構造の弾力性を測定する比率として用いられる｡経常経費充当一般財

源の額を経常一般財源の額で除した百分比として求められ、低いほど良く、おおむね

　７０％～８０％の間に分布するのが通常であるとされる。

実質収支比率

（地方財政状況調査の資料による)

財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数として用いられる｡地方交付税法の規定により算定

した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３か年間の平均値で、１

　を超える度合いが高いほど財源に余裕があるものとされる。

4.8

10.0 10.1 10.3 11.0 11.1 9.5

91.9 93.7

実質収支比率％ 6.3 5.9 5.3 5.2 3.5

0.490 0.478 0.40

経常収支比率％ 91.0 92.3 91.2 92.4

財 政 力 指 数 0.519 0.511 0.502

別　表　１１

財　務　分　析　指　標
　　　　　　年度
区分

２ 元 30 29 28
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基金運用状況審査意見書 
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令和２年度基金運用状況審査意見書 

 

 

第１ 審査の対象 

 

   令和２年度の基金運用状況審査の対象は次のとおりである。 

    １ 家畜導入事業基金 

２ 土地開発基金 

 

 

第２ 審査の方法 

 

   令和２年度の三沢市基金の審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、計数の正

確性及び基金運用の妥当性・効率性などに重点をおき、運用状況報告書、関係諸帳票

及び証拠書類等を照合精査するとともに、定期監査及び例月出納検査の結果を参考に

して審査を実施した。 

 

 

第３ 審査の結果及び意見 

 

   審査の結果、令和２年度の三沢市基金の計数は正確であり、また、基金は設置目的 

に照らし適正に運用されているものと認められた｡ 

 

 

第４ 運用の概要 

 

１ 家畜導入事業基金 

   この基金は､高品質で低コストな生産性の高い肉用牛の増頭及び肉用牛生産の振興 

に資するため設置されたものである。 



(単位：円)

増 減

基 金 の 額 18,624,450 0 476,518 18,147,932

現 金 1,824,450 6,600,000 476,518 7,947,932

貸付牛評価額 16,800,000 6,600,000 10,200,000
（貸付頭数） （28頭） （11頭） （17頭）

(単位：円)

増 減

基 金 の 額 645,148,796 10,512 0 645,159,308

現 金 113,852,400 10,512 0 113,862,912

140,296,396 0 0 140,296,396
(19,647.29㎡)（　　　0.00㎡)（　　　0.00㎡) (19,647.29㎡)

貸 付 金 391,000,000 0 0 391,000,000

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

 ２　土地開発基金

　この基金は､公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取得する必要

　当年度末の貸付頭数は１７頭である。基金の運用状況は適正であると認められた。

のある土地をあらかじめ取得することにより、円滑な執行を図るため設置されている

いる。基金の運用状況は適正であると認められた。

　当年度末の土地面積は１９，６４７.２９㎡（１４０，２９６，３９６円）となって

ものである。

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

土 地
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令和２年度財政健全化審査意見書 
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三 監 発 第 ５ ０ 号 

令和３年８月１９日 

 

三沢市長 小 檜 山  吉 紀 様 

 

 

三沢市監査委員 中 野 渡  進 

三沢市監査委員 馬 場 騎 一 

 

 

 

令和２年度財政健全化審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき

審査に付された、令和２年度健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類について審査した結果、次のとおり意見を提出します。 
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令和２年度財政健全化審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健

全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

２ 審査の期間 

令和３年８月２日から令和３年８月１３日まで 

 

 

３ 審査の概要 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された健全化判

断比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどう

かを主眼として実施した。 

 

 

４ 審査の結果 

(1) 総合意見 

審査に付された次の健全化判断比率の算定及びその算定の基礎となる事項を 

記載した書類の作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 健全化判断比率 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 早期健全化基準 

① 実質赤字比率      ― （％） ― （％） １３.２３（％） 

② 連結実質赤字比率      ― （％） ― （％） １８.２３（％） 

③ 実質公債費比率 １０．０（％） １０．１（％） ２５.０（％） 

④ 将来負担比率  ５９．４（％） ７４．７（％） ３５０.０（％） 

備考：実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比

率が算定されない場合は「－」を記載している｡ 

  

(2) 個別意見 

① 実質赤字比率について 

令和２年度における実質収支は黒字となっているため、財政運営は良好な状 

況であると認められる。今後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財政運 

営に努められるよう望むものである。 
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② 連結実質赤字比率について 

令和２年度における連結実質収支は黒字となっているため、財政運営は良好 

な状況であると認められる。今後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財 

政運営に努められるよう望むものである。 

 

③ 実質公債費比率について 

令和２年度における実質公債費比率は地方債の発行に許可を要する

１８．０％を下回る１０．０％となっており、財政運営は良好な状況であると

認められる。今後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財政運営に努めら

れるよう望むものである。 

 

④ 将来負担比率について 

令和２年度における将来負担比率は５９．４％となっており、早期健全化基

準の３５０．０％を下回っていることから、財政運営は良好な状況であると認

められる。今後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財政運営に努められ

るよう望むものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度経営健全化審査意見書 
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三 監 発 第 ５ １ 号 

令和３年８月１９日 

 

三沢市長 小 檜 山  吉 紀 様 

 

 

三沢市監査委員 中 野 渡  進 

三沢市監査委員 馬 場 騎 一 

 

 

 

令和２年度経営健全化審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定に基づ

き、審査に付された令和２年度資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類について審査した結果、次のとおり意見を提出します。 
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令和２年度三沢市食肉処理センター特別会計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 

１ 審査の概要 

(1) 審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

(2) 審査の期間 

令和３年８月２日から令和３年８月１３日まで 

 

 

(3) 審査の方法 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された資金不足比率 

の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどうかを主眼とし 

て実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

(1) 総合意見 

審査に付された次の資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した 

書類の作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 比  率  名    令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 経営健全化基準 

① 資金不足比率    －  （％）    －  （％） ２０．０（％） 

参考：資金不足がない場合は「－」を記載している。 

 

(2) 個別意見 

令和２年度において剰余額があるため良好な状態であると認められる。今後も資金 

不足とならない財政運営を望むものである。 

 

 




